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終了時評価調査結果要約表（和文） 

1.  案件の概要 

国名：セルビア共和国 案件名：エネルギー消費セクターにおけるエネ

ルギー管理制度拡大支援プロジェクト

分野：エネルギー 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 

資源・エネルギー第一課 

協力金額（評価時点）：2.2 億円 

協力期間：（R/D）2014 年 3 月～2016 年 3 月 

 （延長）2016 年 3 月～2017 年 4 月 

 （再延長）2017 年 5 月～2017 年 12 月

 

先方実施機関：鉱物エネルギー省（Ministry of 

Mining and Energy：MOME）、ベオグラード大学

機械工学科（Mechanical Faculty of Belgrade 

University：MFBU） 

日本側協力機関：東京電力ホールディングス株

式会社、ワイ・エス・ケイ コンサルタンツ株式

会社 

他の関連協力：  

開発調査型技術協力「エネルギー消費セクターにおけるエネルギー管理制度導入調査」（2009～

2011）、技術協力プロジェクト「国としての適切な緩和行動（NAMA）能力開発プロジェクト」（2010

～2013）、地球規模課題対応国際科学技術協力「家畜排泄物利用バイオマス研究」（2011～2013）、

国別研修「エネルギー効率化及び省エネルギー化」（2010 年） 

1 － 1  協力の背景と概要 

セルビア共和国（以下、「セルビア」と記す）は、一次エネルギー総供給量の 50%以上を自国の

石炭供給で賄っているものの、石油の約 79%（2009 年）、天然ガスの約 90%（2009 年）を主にロ

シアからの輸入に頼っており、一次エネルギー全体に占める輸入依存度はおよそ 40%にも上ってい

る。エネルギー安全保障の観点から、エネルギー源の多様化とともに省エネルギーの推進が求めら

れている。 

また、セルビアは European Union（EU）加盟に向けて、2006 年に EU 及び南東欧諸国のエネル

ギー共同体条約（Energy Community Treaty）に加盟後、エネルギー効率化に関する EU 指令（Energy 

Efficiency Directive 2012/27）と整合性をとるべく努力する必要がある。同指令では EU 域内におけ

るエネルギー消費を 20%削減する（2012 年比）ことが規定されており、エネルギー消費削減の中

間目標を設定する 3 カ年ごとの国家行動計画作成が求められている。 

かかる状況下、JICA はセルビアにおいて開発計画調査型技術協力「エネルギー消費セクターに

おけるエネルギー管理導入調査」（2009 年 6 月～2011 年 6 月）を実施した。同調査を通じて、セル

ビアの産業部門のエネルギー消費量は最終エネルギー消費量の 25%に上り、産業部門のエネルギー

原単位（エネルギー効率を表す値。単位量の製品や額を生産するのに必要な電力・熱（燃料）など

エネルギー消費量の総量のことで、一般に、省エネルギーの進捗状況をみる指標として使用される）

は、我が国と比較すると 4 倍以上であることから、産業部門の省エネルギーポテンシャルは十分に

あることが判明している。同調査の成果であるエネルギー管理制度の制度設計と同制度構築にかか

る提言を踏まえ、セルビアは、「エネルギー効率利用にかかる法律（以下、「省エネルギー法」と記
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す）」を 2013 年 3 月に制定した。省エネルギー法の制定を受け、エネルギー管理制度・診断制度の

枠組みの策定及びエネルギー管理士・診断士の人材育成が急務となっている。 

このような背景から、セルビア政府は我が国に対して 2010 年「エネルギー消費セクターにおけ

るエネルギー管理制度拡大支援プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を要請し、省エ

ネルギー法の制定を踏まえて 2013 年 11 月に合意文書（R/D）を締結し、鉱物エネルギー省（MOME）

ならびに研修機関（のちにベオグラード大学機械工学部（MFBU）に正式決定）を主なカウンター

パート（C/P）機関として、本プロジェクトを 2014 年 3 月より 2017 年 4 月までの予定で実施中で

ある。 

本終了時評価調査は、2017 年 4 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果

を評価したうえで、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての

教訓を導くことを目的として実施された。 

 

1 － 2  協力内容 

本プロジェクトはセルビアにおいて、エネルギー管理制度（Energy Management System：EMS）

の実施スキーム策定、エネルギー管理士（Energy Manager：EM）とエネルギー診断士（Energy 

Auditor：EA）の育成支援を通じて実施機関の能力強化を行うことにより、エネルギー管理制度の

導入と実施促進を図り、もってエネルギー管理制度下の指定事業者のエネルギー消費削減に寄与す

るものである。 

 

（1）上位目標 

エネルギー管理制度下の指定事業者における省エネルギーが推進される。 

 

（2）プロジェクト目標 

エネルギー管理制度が導入され、実施される。 

 

（3）アウトプット（成果） 

1）エネルギー管理と診断制度のスキーム設計がなされる。 

2）エネルギー管理士及びエネルギー診断士の座学研修プログラムが確立される。 

3）エネルギー管理士及びエネルギー診断士の実技研修プログラムが確立される。 

4）エネルギー管理士と診断士の資格が制度化される。 

5）MOME のエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能力が強化される。 

 

（4）投入（終了時評価時点） 

日本側：（総額：235,085,952 円） 

1）短期専門家派遣 12 名 合計 22.59 人月（8 分野：総括／省エネルギー政策・制度、副総括

／省エネルギー実習機材調達、エネルギー管理制度、省エネルギー資格研修制度、省エネル

ギー技術（熱）、省エネルギー技術（電気）、省エネルギー普及促進、実習設備研修）。 

2）機材供与 32,280,504 円（うち国内調達分：4,042,105 円） 

3）ローカルコスト負担 9,025,448 円  
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相手国側： 

1）C/P 配置 29 名  

2）建物・施設 実習機材設置サイトの提供、日本人専門家のオフィススペースと設備の提供 3）

ローカルコスト負担 14,289,000 RSD（約 13,133,019 円） 

2.  調査団の概要 

調査団構成 1. Ms. Miomira Lazović （セルビア側総括）MOME 省エネルギー局省エネルギー向

上規制創出グループ長 

2. Mr. Rastislav Kragić （評価企画）MOME 再生可能エネルギー局シニア・アドバイ

ザー 

3. 林  宏之（日本側総括）JICA 産業開発・公共政策部参事役（資源・エネルギー）

4. 前田有紀子（評価企画）JICA 産業開発・公共政策部資源・エネルギー第一チーム

5. 今井梨紗子（評価分析）国際航業（株）都市環境部コンサルタント 

調査期間 2016 年 10 月 2 日～16 日 調査種類：終了時評価 

3.  評価結果の概要 

3 － 1 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト期間が 8 カ月延長されなければ、プロジェクト目標が達成される見込みは低い。

現時点では、EMS は開始されていない。（ただし、以下のとおり、プロジェクト期間が 8 カ月

延長されれば、プロジェクト目標の達成可能性が高まる）。 

 

（2）アウトプット（成果）の達成状況 

アウトプット 1（エネルギー管理と診断制度のスキーム設計）は 7 割程度達成し、2016 年 10

月までに、指標 1-1 である 13 の二次法のうち、政令 1、規定 5、決議 1が公表されており、残

り 6 つの省エネルギー診断に関する規定（Rulebook）はドラフト化が完了、2016 年 11 月には公

表される見込みである。指定事業者の特定（指標 1-2）は 3 割終了し、データベース構築（指標

1-4）は完了しているが、EMS ガイドブック（指標 1-3）は作成中であり、自治体への補助金（イ

ンセンティブ）として想定していた Energy Efficient Fund（指標 1-5 ）は現時点では未実施であ

る。アウトプット 2（EM/EA 座学研修プログラム）について、部分的に達成している。トレー

ナー候補生の研修（指標 2-1）は完了し、240（暫定）の指定事業者のうち、70 の指定事業者が

座学研修（指標 2-2）を受講した。エネルギー診断士候補生向けの座学研修（指標 2-3）は EMS

資格制度に関する二次法の制定完了後に実施予定である。アウトプット 3（EM/EA 実技研修プ

ログラム）では、約 5 割が達成されている。実習機材は 2016 年 3 月に据付が完了し（指標 3-1）、

引渡し式（開所式）は同年 10 月に開催された。MFBU の准教授や講師ら 9 名の EM・EA トレ

ーナー候補生の実地研修（指標 3-2）は完了した。EM 候補生への研修（指標 3-3 および 3-4）

は、二次法制定完了後に 2017 年 2 月までに 100 名のエネルギー管理士向けの研修が開講される

予定である。アウトプット 4（エネルギー管理士・診断士資格の制度化）は EM・EA 資格認定

に関する二次法制定を待っている段階であることから、未実施である。したがって、アウトプ

                                                        
 「指定事業者の選定と省エネルギー目標」にかかる政令、「EM/EA 研修及び資格制度化」に関する 5 つの規定、「指定研修組織選

定」にかかる決議が発行されている。 
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ット 4 の指標 4-1 及び 4-2 は未達成である。アウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診

断制度の実施・管理能力強化）は 4 割程度達成しており、自治体向け及び民間セクター向けの

2 つのセミナーが 2016 年 4 月に 2 回実施された（指標 5-1）。EMS モニタリング及び見直し（指

標 5-2 及び 5-3）に関しては、EMS が開始されていないことから未実施である。 

 

3 － 2  評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点まで妥当性は維持されるものと見込

まれる。 

本プロジェクトは、セルビアの開発計画「持続可能な国家開発戦略」（2007 年）、「エネルギ

ーセクター開発戦略 2025 年及び 2030 年予測」（2015 年）及び 2013 年に制定された「省エネル

ギー法」において整合している。同様に本プロジェクトは、省エネルギー推進における MOME

の開発ニーズならびに MFBU の EMS 研修能力強化のニーズに合致しており、プロジェクトア

プローチとデザインは適切とみなされる。また、本プロジェクトは、日本の対セルビア開発援

助政策の優先項目である「環境保全」のなかで、EU 加盟に向けて，環境分野で EU が定める様々

な基準を達成するための更なる取り組みへの支援に本プロジェクトは位置づけられており、日

本の ODA 政策とも合致している。 

 

（2）有効性 

終了時評価時点において、本プロジェクトの有効性は中程度であると判断された。 

アウトプット 1（エネルギー管理と診断制度のスキーム設計）にかかる活動の遅延は見られ

たものの、13 カ月のプロジェクト期間延長を経て、アウトプット 4（エネルギー管理士・診断

士資格の制度化）、及びアウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能

力強化）を除いたアウトプットがほぼ達成されている。しかしながら、プロジェクト目標であ

る「エネルギー管理制度が導入され、実施される。」は適切なプロジェクト期間の延長がなされ

ない場合は、目標を達成することができない見込みである。残りのプロジェクト期間では、セ

ルビア側・日本側ともに時間厳守の意識をもち、プロジェクト活動の前進に努める必要がある。

残り 6 つの二次法の制定に関しては、プロジェクト支援を通し、先方が計画通りに実施し、ア

ウトプット 4（エネルギー管理士・診断士資格の制度化）とアウトプット 5（MOME のエネル

ギー管理及び診断制度の実施・管理能力強化）についてもセルビア側・日本側双方の最大限の

努力が期待されている。現時点では、本プロジェクトの目標達成を妨げる可能性がある外部要

因はみられない。 

 

（3）効率性 

本プロジェクト実施状況を検証し、効率性は中程度といえる。 

プロジェクトのデザインが当初 2 年で計画されており、活動数に対して期間の設定がタイト

であった。さらに、二次法制定がプロジェクト開始までの条件であったところ、選挙の影響を

受け、組閣に時間を要したことに加え、組織改革〔MEDEP （Ministry of Energy, Development, and 

Environmental Protection）から MOME へ〕もあったことから、二次法制定が前進していない状
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態であった。しかしながら、EMS 構築は急務であったことから、本プロジェクトに二次法制定

支援もプロジェクト実施中に含めることとした。プロジェクト 1 年目における法整備支援では、

先方政府が財務省や法制局との調整に想定以上の時間を要したことが、二次法策定後のプロジ

ェクト活動の遅延に起因した。プロジェクト遅延を受け、2015 年 5 月の第 1 回 JCC にて 13 カ

月のプロジェクト期間の延長が両国で合意され、終了時評価時点までに、日本側及びセルビア

側の投入は、2016 年 3 月の第 2 回 JCC にて修正された PO に基づき、アウトプット 4（エネル

ギー管理士・診断士資格の制度化）とアウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診断制度

の実施・管理能力強化）を除き、おおむね計画どおりであった。日本側については、プロジェ

クト活動を実施するための日本人専門家の質、量、派遣タイミングについては、計画されたア

ウトプットを産出するために適切であった。セルビア側については、プロジェクトのための人

員、設備、予算は計画のとおり割り当てられた。しかしながら、EMS にかかる二次法の草案準

備段階で遅れが生じており、二度の選挙の影響を受けたとはいえ、結果としてコストと時間の

効率性は損なわれたと判断される。 

 

（4）インパクト 

1）上位目標の達成状況 

上位目標はプロジェクト活動の結果、プロジェクト終了後 3～5 年以内に達成されると期待

されている目標である。終了時評価時点においては、プロジェクト期間の延長により PDM に

設定された 5 つのアウトプットが産出され、プロジェクト目標が達成されれば、上位目標が達

成される可能性は高い。上位目標の指標 1 に掲げた「制度導入後 5 年時点で、全指定事業者の

 5 カ年の平均でエネルギー総量 8 削減のパーセンテージが年間 1％となる」ならびに指標 2「制

度導入後 5 年時点で、工業セクターの全指定事業者に対し、エネルギー診断が行われる」はプ

ロジェクト期間の延長によりプロジェクト目標が達成されれば、2 つの指標も達成されること

が見込まれる。 

2）正のインパクト 

・ インタビュー結果によると、MFBU は日本の技術とノウハウをもとに訓練された優秀な講

師を擁した技術力の高い研修施設であると世間に認識されていることや MFBU の研修セン

ターはプロジェクト終了後に高い評判を得ることは明らかであり、エネルギー管理士・診断

士の資格認定をする唯一の研修機関として、大学の格があがるとの指摘があった。 

・ 本件調査期間中、2016 年 10 月 11 日に MFBU 主催の EMS 研修センター（MFBU）のオープ

ニングセレモニーが MOME 大臣臨席のもとで執り行われ、日本人専門家、開発パートナー、

その他多くのステークホルダーが招待され、プロジェクトの成果を普及し、EMS 研修セン

ターが最新の資機材を有していることが地元メディアでも報道された。MFBU は学部全体で

同センターの広報に注力しており、MOME も関心も高いことが確認された。 

・ 本プロジェクトはセルビアの EU 加盟を加速させ、また省エネルギーの促進を通じた気候変

動の緩和という意味において、エネルギー効率化と省エネルギー化においてセルビアの基準

の底上げに寄与しているといえる。 
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3）負のインパクト 

終了時評価時点で、負のインパクトは確認されなかった。 

 

（5）持続性 

以下の観点から本プロジェクト効果の持続性は中程度と予見される。 

1）政策・制度面：現時点で MOME の持続性に影響がある政策・制度の変化は見込まれていな

い。「エネルギーセクター開発戦略 2025 年及び 2030 年予測」（2016 年）、2013 年に

制定された「省エネルギー法」は今後も継続することが見込まれる。 

2）組織面：MOME は ESM の監督省庁であり、EU 加盟後はさらにその活動が強化されていく

ことが予想され、また MFBU は EMS 研修の認定試験を行う唯一の機関であること

から、MOME ならびに MFBU に内部の組織改編や職員の異動はあるとしても、両

組織の役割と機能に影響がある大きな変化はないとみられる。しかしながら、MOME

は省エネルギー政策実施や EMS 導入後に業務量の増加が見込まれるが、現時点にお

いても省エネルギー部門の人員が不足している。 

3）技術面：MOME の EMS 実施にかかる技術的レベルは高く、問題はみられない。ただし、

MOME に関しては、自治体・工場・ビルの省エネルギー診断報告のモニタリングの

ための恒久的な技術専門家の人員配置に加え、EMS 実施後の実情に合わせた二次法

の加筆修正のための法律専門家を EMS グループに配置する必要がある。MFBU に

関しては、トレーナー候補者は MFBU の助教授や講師を対象としており、高い技術

力を有しいていることから、プロジェクト終了後も MFBU において EMS に関する

技術レベルは高い状態を維持することができると予想される。  

4）財務面：法的制約により MOME 内の増員に関しては大きな制約があるが、EMS グループに

2 名の恒久的な人員配置（正式予算）が必要である。第 3 回 JCC において、この 2

名のプロジェクト終了後の先方予算での人員配置について善処すると MOME より

説明があったが、本プロジェクト終了後の長期的な財務的状況を予見するのは現時

点では時期尚早であると考える。一方、MFBU は、終了時評価結果の提言を反映し、

省エネルギーセンター（Serbian Energy Efficiency Center：SEEC）事業計画書及び年

間計画（2017～2019 年の各年）を策定・実施することができれば、財政的な持続性

を確保することが期待できることから、プロジェクト終了までモニタリングを継続

することが望ましい。 

 

3 － 3 プロジェクトの効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトは、プロジェクト開始条件として、二次法が制定されていることが前提であ

ったが、EMS の導入と EU 省エネルギー基準を満たすことは EU 加盟における喫緊の課題であ

ったことから、プロジェクトコンポーネントに二次法支援をプロジェクト実施中に盛り込むこ

ととした。プロジェクト・デザインの観点から、プロジェクトコンポーネントに EMS 機材供与

及び研修だけでなく、EMS の法整備支援を取り込んだことは、他の案件に例のない試みであり、

セルビアにおいて法制度が確実にプロジェクト効果が持続することに貢献している。 
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（2）実施プロセスに関すること 

MFBU は EMS 研修制度の制定により、 EMS 研修機材の所有と EMS 研修認定試験機関に任

命される（2016 年 11 月予定）ことにより、大学の格付けがあがり、対外的に高評価を得るこ

と可能となることが、プロジェクト推進のモチベーションとなった。また、MFBU ならびにプ

ロジェクトチームにより研修センターの開所式が盛大に行われ、体外的に効果的な広報となっ

たことも C/P の主体性・積極性を高めることに貢献していることから、残りのプロジェクト期

間で更に高いプロジェクトオーナーシップを発揮することが期待される。 

 

3 － 4 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

3	－	3（1）に関連し、二次法策定支援をプロジェクトコンポーネントに途中から含め、二次

法制定にかかる時間をある程度見越してプロジェクト期間を適切な期間とした。セルビア側の

法律専門家、そして二次法承認プロセスにかかわるステイクホルダーを巻き込み、二次法制定

にかかる標準所要時間と留意事項を関係者間で共有が当初よりできていれば、本プロジェクト

をより適切な形にデザインすることができたと考えられる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

先方政府の二次法制定に関し、複数の阻害要因が確認された。EU 加盟を満たすための環境基

準の制定と施行のため、MOME でより多くの人員を要するのに対して、2015 年に制定された公

務員定員制限法により、MOME の人材増員が厳しい制限を受けている。これにより法律専門家

が削減されるなどプロジェクト活動に支障をきたしたことから、プロジェクトの傭人として法

律専門家、技術専門家の投入が継続することで対処している。また、プロジェクト期間中の 2

回の選挙の影響で、組閣の遅れの影響と組織改革の影響を受け、二次法承認プロセスにも必然

的に遅れが生じ、プロジェクトスケジュールの頻繁な調整を余儀なくされた。 

 

3 － 5 結 論 

上記の結果を総合すると評価 5 項目は全体で中程度と判断される。本プロジェクトは、セルビア

の開発計画、MOME・MFBU のニーズ、日本の対セルビア開発援助政策に合致しており、その妥

当性は高い。有効性に関しては、プロジェクト期間を延長しなければ残りの活動が完了せずプロジ

ェクト目標の達成が難しいことから、中程度であると判断された。効率性については、主に先方政

府の二次法制定の遅延により、それに関連したプロジェクト活動に遅延が見られ、プロジェクト期

間が延長となりコスト効率性に影響したことからプロジェクトの効率性は中程度と判断される。一

方、1 回目のプロジェクト期間延長により二次法策定に十分な時間が確保され、また供与された新

規機材に関するより精緻なガイダンスを日本人専門家から受けることができたことにより、プロジ

ェクト終盤の活動促進が期待できる。二次法制定は大きな正のインパクトであり、プロジェクトが

延長され、プロジェクト目標が達成されれば、プロジェクト終了後 5 年後にはエネルギー削減によ

って公的機関・民間企業ともにエネルギーコストが削減され、上位目標が達成される可能性が高い。

ただし、現時点では、上述のとおり、プロジェクト目標はプロジェクトが延長されなければ期待さ

れたアウトプットを産出することが難しく、また財政的持続性に懸念が残ることから、その持続性
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は中程度であると判断される。本プロジェクトは、8 カ月のプロジェクト期間の延長がなければ、

プロジェクト目標の達成は困難と判断された。ただし、プロジェクト延長によりプロジェクト目標

の達成可能性は高まる見込みである。 

 

3 － 6 提 言 

（1）プロジェクトへの提言 

・ プロジェクト期間の延長 

プロジェクト実施スケジュールの遅延にはいくつかの要因があり、2014 年及び 2016 年の

選挙により組閣が遅れ、結果としてプロジェクト活動が影響を受け、先方政府の二次法制定、

特に承認プロセスにおいてプロジェクトが想定していた以上の時間を要した。一方、研修セ

ンター建設ならびに機材調達におおむね計画通り行われたが、二次法制定後に計画されてい

た活動のスケジュールは遅延している。結果的に、EMS 認定資格の制度化や MOME のエネ

ルギー管理及び診断制度の実施・管理能力強化など後半に重要な活動が予定されていること

を勘案し、プロジェクト期間を 2017 年 12 月（セルビア会計年度末）まで、8 カ月延長する

ことを提案する。しかしながら、プロジェクト期間の延長は今回で 2 回目に該当することか

ら、（2）及び（3）に示す条件を延長の条件とすることを併せて提案する。 

・ PDM 及び PO の改定 

終了時評価の結果、プロジェクト期間、上位目標の外部要因、プロジェクト効果の持続性

確保のための追加活動〔（2）及び（3）〕等をプロジェクトの進捗状況に合わせ、PDM version 

3 及び PO version 3 へと改定し、反映することを提案する。 

 

（2）先方実施機関（MOME）への提言 

・ プロジェクトへの延長条件：研修評価・モニタリングの強化 

プロジェクト期間の 8 カ月延長の条件として、MOME の研修評価・モニタリング体制を強

化するため、MOME 内に組織図上存在するが、適切な人材配置に至っていない Group of 

Energy Management System（エネルギー管理システムグループ）に 2017 年度中に予算計上を

行い、2018 年度以降に確実に 2 名の人員を配置することを延長条件とした。 

 

（3）先方実施機関（MOME/MFBU）への提言 

・ SEEC 事業計画書・SEEC 年間計画（2017～2019 各年）の策定 

MFBU はプロジェクト効果の持続性を確保するため、以下の計画書を策定し、MOME の承

認を受けることを提言する。プロジェクト期間の延長に伴い、下記の 5-9 及び 5-10 の活動が

追加され、PDM version 3 及び PO version 3 に反映された。 

新設活動 5-9. MFBU は SEEC 事業計画書、SEEC 年間活動計画（2017～2019 年）を作成し、

SEEC 年間活動計画を MOME に提出する。 

新設活動 5-10. MOME は SEEC 年間活動計画（2017～2019 年）を承認する。 

 

 

 



 

ix 

（4）JICA への提言 

・ プロジェクト活動の進捗確認 

セルビア側の活動の進捗に関し、プロジェクトチーム側による進捗確認を確実にし、EMS

の円滑な開始が可能となるよう、JICA バルカン事務所に現地での MOME の人員確保に関す

る予算計上のフォローアップを入念に行うことを提案するとともに、JICA 本部側からの働き

かけや必要に応じて TV 会議システムの継続的活用をしながら、延長期間内に活動が終了す

るようにプロジェクトを支援することを提案する。特に、プロジェクトの終了後の 2018 年 1

月以降の EMS グループへの人材配置のための先方の予算計上について、2017 年夏季頃に行

われることが想定されることから、先方の予算計上措置を適切にフォローアップすることが

求められる。 

 

3 － 7 教 訓 

他案件への教訓は次のとおりである。 

（1）二次法制定にかかる十分な工数の見込み 

本プロジェクトは、先方が省エネルギー法に関連した二次法制定が完了していることがプロ

ジェクト開始の前提であったが二次法の申請許可が財務省及び法制局の承認プロセスを経る必

要があり、その複雑な手続きに想定以上の時間を要した。よってプロジェクトの実施中に、先

方の二次法制定支援を活動に含めるよう活動を変更したが、プロジェクト形成時に法律制定に

要する時間及びリソース（セルビア側・日本側の法律専門家）にかかる精緻な情報をプロジェ

クト・デザインに反映する必要があったと思われる。したがって、他の類似プロジェクトの工

程を検討する場合においては、二次法制定にかかる手順と標準的承認期間、ならびに当該国の

承認プロセスについて詳細計画策定調査時までに明らかにし、法整備支援に十分な人員・工数

を見込んだ計画が必要であるといえる。 

 

（2）他ドナー支援の有効活用 

本件では、C/P である MOME によって、他ドナー支援のスキームを有効活用し、データベー

ス構築のためのソフトウェア製作（ノルウェー支援）や研修テキストブック開発（UNDP/GEF）

が実施され、他ドナー支援との協働が見られた。地球環境ファシリティ（GEF）は UNDP 以外

の機関からも支援が可能である。よって、本プロジェクトのように C/P の積極的な資金調達申

請によりプロジェクトに必要な資金の捻出が可能となった点は、他の類似プロジェクトにおい

ても活用でき、援助効果を高めることにつながるものと考えられる。 
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終了時評価調査結果要約表（英文） 

Outline of the Project 

Country: Republic of Serbia Project title: The Project for Assistance of 

Enhancement of Energy Management System in 

Energy Consumption Sectors 

Issue/Sector：Energy Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Project 

Division in charge: Electric Power Division I, 

Natural Resources and Energy Group, Industrial 

Development and Public Policy Dept. 

Total cost: (As of October 2016)  2.2 million US 

dollars 

Period of Cooperation:  

(R/D)         March 2014 to March 2016 

(1st Extension)  March 2016 to April 2017 

(2nd Extension)  May 2017 to December 2017 

 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Ministry of Mining and Energy (MOME) and 

Training Organization (Mechanical Faculty of 

Belgrade University: MFBU) 

Supporting Organization in Japan: 

Tokyo Electricity Power Company Holdings, Inc. 

and YSK Consultants Co., Ltd. 

Related Cooperation: 

Technical Cooperation for Development Planning: ‘Study for introduction of energy management in energy 

consumption sectors in Serbia’ (2009～2011), Technical Cooperation: ‘Capacity Development Project on 

Nationally Appropriate Mitigation Actions (NAMAs)’ (2010～2013), ‘Project for Science and Technology 

Research Partnership for Biomass Energy Utilizing Livestock Waste’ (2011～2013), and Country-focused 

Training ‘Measures of Energy Efficiency and Conservation Training’(2010) 

1-1  Background of the Project 

In Serbia, more than 50 percent of primary energy supply is covered by domestic coal production. 

However, 79 percent of oil (as of 2009) and 90 percent of natural gas (as of 2009) supplies mainly rely on 

imports from Russia. Therefore, import dependence accumulates up to approximately 40 percent of total 

primary energy supply. From a viewpoint of energy security, there is a strong need to diversify energy 

sources and to enhance energy efficiency and conservation. 

In addition, Serbia is required to make efforts to fulfill the EU Directive 2012/27 in Energy Efficiency in 

order to be an EU member country after accession to Energy Community Treaty in 2006. The Energy 

Efficiency Directive stipulates numerous target of energy reduction rate as 20 % (year 2012 ratio) in EY 

member countries and requires member countries to set out mid-term goal in energy reduction in energy 

consumption in each national action plan. 

Under this circumstance, JICA conducted the development study “Study for Introduction of Energy 

Management in Energy Consumption Sectors in Serbia” from 2009 to 2011. This study identified a 

significant amount of energy efficiency potential in the industry sector by revealing that the industry sector 

accounts for 25 percent of total final consumption, and energy intensity in the industry sector is four times 
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greater than that of Japan. With the outcome of this study, in developing an outline of the energy 

management system, the “Law on Efficient Use of Energy (i.e. Energy Efficiency Law)” was enacted in 

March 2013. Under the Energy Efficiency Law, the formulation of the energy management system and 

energy audit system is an urgent issue, and human resource development for energy managers and energy 

auditors is essentially required. 

The Government of Serbia requested the Government of Japan for the technical cooperation project “The 

Project for Assistance of Enhancement of Energy Management System (EMS) in Energy Consumption 

Sectors in the Republic of Serbia” in 2010. One of the preconditions for the Project, namely the 

establishment of the Energy Efficiency Law has been realized, therefore JICA decided to step forward for 

formulation of the Project. 

Following the survey, the Project was launched in March 2014 for the period of three (3) years in order to 

introduce and implement the energy management system in energy consumption sectors and to improve 

training capacity on the energy management system of Mechanical Faculty of Belgrade University as 

appointed Training Organization. Project outputs are to establish the scheme design of EMS, to formulate 

and implement both classroom and practical trainings for energy managers and energy auditors, to 

institutionalize the qualification and examination system for the EMS, and to strengthen the MOME’s 

capacity of implementing the energy management and energy audit system.  

In accordance to the request above, JICA conducted Detailed Planning Survey and launched the Project in 

March 2014. Terminal Evaluation Survey was conducted 6 months prior to project termination in order to 

aim to verify the progress of the Project activities, evaluate the results of the Project, review the duration and 

contents of the Project, and draw lessons learned to other similar projects. 

 

1-2  Project Overview 

The Project aims to introduce and implement energy management system (EMS) in Serbia by scheme 

design of the EMS, trainings and qualification for trainers for energy managers (EM) and energy auditors 

(EA), and strengthening of capacity development of implementing agency and thereby to contribute to 

energy efficiency in energy consumption sectors. 

 

(1) Overall Goal 

Energy efficiency in designated organizations (DOs) under the Energy Management System will be 

promoted. 

 

(2) Project Purpose 

Energy management system is introduced and implemented. 

 

(3) Expected Outputs 

Output 1: Scheme design of energy management and audit system is established. 

Output 2: Classroom training program of energy managers and auditors is established. 

Output 3: Practical training program of energy managers and auditors are established. 



 

xii 

Output 4: Qualification and examination system of Energy Managers and Auditors are institutionalized.

Output 5: Capacity of MOME to implement energy management and audit system is strengthened. 

 

(4) Inputs (As of September 2016) 

Japanese side:  (Total 235,085,952 JPY) 

1）Short-term Experts:12 Experts Total 22.59 Man Month  

2）Equipment: 32,280,504 JPY (Local procurement: Contract amount of Local Currency: 61,519,958 

RSD. Procurement in Japan: 4,042,105 JPY) 

3）Local Cost: 9,025,448 JPY  (78,859.39 EUR and 142,849.15 RSD) 

Serbian side: 

1) Counterpart Personnel: currently 29 persons 

2) Building and Facilities:  

- Office spaces for JICA experts were allocated. 

- Rooms and spaces for installation and storage of the Equipment were secured. 

3) Local Cost: 13,133,019 JPY (14,289,000.00 RSD) (incl. plan up to 2017) 

2. Joint Evaluation Team 

Members 1. Ms. Miomira Lazović (Serbian Team Leader), Head of Group for Creating 

Conditions for Improvement of Energy Efficiency, Department of Energy 

Efficiency, MOME 

2. Mr. Rastislav Kragić (Evaluator), Senior Advisor, Department of Renewable 

Energy, MOME 

3. Mr. Hiroyuki Hayashi (Team Leader), Senior Advisor to the Director General 

(Energy), Industrial Development and Public Policy Department, JICA 

4. Ms. Yukiko Maeda (Evaluation Planning), Assistant Director, Team 1, Energy and 

Mining Group, Industrial Development and Public Policy Dept., JICA 

5. Ms. Risako Imai (Evaluation Analysis) , Consultant, Kokusai Kogyo Co., Ltd. 

Period of 

Evaluation 
2 October 2016 to 16 October 2016 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Results of Evaluation 

3-1  Current Achievement of the Project 

(1) Likelihood of Achievement of the Project Purpose 

By the end of April 2017, the Project Purpose is unlikely to be achieved unless the adequate period is 

extended. At the time of the Terminal Evaluation, the EMS has not been launched. 

First extension of the Project for 13 months was approved in March 2015 at the time of 1st JCC. 

Through a series of discussions between Joint Evaluation Team and the Project, the adequate period of 

extension was proposed and approved to be 8 months (by the end of December 2017). 

 

(2) Current Achievement of the Outputs 

As to Output 1 regarding establishment of scheme design of EMS, approximately 70% were achieved. 
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By October 2016, 7 secondary legislations out of total 13 (Indicator 1-1) were published (1 decree, 5 

rulebooks and 1 decision) and the remaining 6 rulebooks have been drafted and are expected to be 

published by November 2016. Identification of designated organizations (Indicator 1-2) was 30% finished 

and establishment of EMS database (Indicator 1-4) was completed, however the EMS guidebook 

(Indicator 1-3) is in process in concordance with the completion of all the intended secondary legislations. 

Regarding Energy Efficiency Fund (Indicator 1-5) aiming to provide incentive to designated 

municipalities has not been initiated at the moment. Output 2 has been partially achieved. Trainings of 

candidate trainers (Indicator 2-1) were conducted and 70 out of 240 designated organizations (tentative) 

attended the classroom training (Indicator 2-2). Classroom training for EM candidates (Indicator2-3) are 

expected to be carried out after the relevant secondary legislation is published. Almost half of Output 3 

was achieved. Training facility and equipment with measuring tools procured by Japanese side were 

installed properly (Indicator 3-1) and the opening ceremony of EMS training center was held in October 

2016. In addition, practical trainings were completed for 9 candidate trainers such as MFBU assistant 

professors and lectures from MFBU (Indicator 3-2). The trainings for 100 EM candidates are planned to 

be conducted by February 2017 (Indicator 3-3 and 3-4). All the items under Output 4 (including Indicator 

4-1 and 4-2) are yet to be achieved as the rulebooks regarding institutionalization of EM/EA qualification 

have not been published. Output 5 aiming to strengthen capacity of MOME in monitoring and reviewing 

of EMS has been achieved approximately 40 %. There were 2 seminars conducted by MOME for 

municipalities and private sectors in April 2016 (Indicator 5-1), however only monitoring and reviewing 

of EMS (Indicator 5-2 and 5-3) will be achievable after the EMS is launched.  

 

3-2  Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

Relevance of the Project is high and it is expected to be the same until the end of the Project.  

The Project is consistent with ‘’National Sustainable Development Strategy’ (2007) and ‘Energy Sector 

Development Strategy by 2025 with Projections 2030’ (2013) and “Law on Efficient Use of Energy (i.e. 

Energy Efficiency Law)” enacted in March 2013 together with development needs of MOME/MFBU for 

EMS implementation, and Japanese ODA policy for Serbia prioritizing in environmental conservation. 

Thus design and approach of the Project were appropriate. In the context of Serbian prospects for 

membership in EU, there is an urgent need to address to fulfill the environmental standards set in EU 

member state.  

 

(2) Effectiveness 

At the time of the Terminal Evaluation, effectiveness of the Project is observed to be moderate. 

Although it was delayed in activities under Output 1 such as support for preparation of secondary 

legislations (a decree, rulebooks, and a decision), all the outputs other than Output 4 and a part of Output 

5 have been almost achieved after the first extension of 13 months (March 2015 to April 2016). However 

                                                        
  Decree 2: ‘Decree on defining planned energy savings on annual level and threshold for DO and application form for energy consumption’, 

five rulebooks on EM and EA training and institutionalized qualifications, and Decision 8: ‘Decision of the organization authorized for training 
and examination for EM and EA’ were published. 
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it should be said that ‘Energy Management System is introduced and implemented’ will not be achieved 

unless the Project duration is extended.  

For the remaining period of the Project, the Project both Serbian and Japanese side should keep time 

consciousness to push the project activities forward. Output 1 should be carried out as scheduled and also 

Output 4 and rest activities for Output 5 should be completed with upmost efforts by both sides. At the 

time of Terminal Evaluation, there was no external factor which would possibly impede the Project. 

 

(3) Efficiency 

Examining performance of the Project, efficiency of the Project is moderate. 

The Project was initially designed to be implemented for two years, thus the time schedule of the 

Project was originally tight compared to the number of activities under 5 outputs. In addition, due to the 

emergency need for Serbia in establishment of EMS, the Project was agreed to be with inclusion of 

publishing secondary laws that should have been completed by March 2014 as a precondition by Serbian 

side. It took more time than expected for MOME to draft secondary legislations and coordinate with 

relevant government institutions for obtaining opinions and approvals. To address the above-mentioned 

delays, it was agreed to extend 13 months of duration of the Project by Serbian and Japanese sides at the 

first JCC meeting in May 2015.  

By the time of the Terminal Evaluation, the inputs by the both sides of Japan and Serbia other than 

Output 4 (Institutionalization of qualification of Energy Managers and Energy Auditors) and Output 5 

(Capacity development of MOME to implement energy management and audit system) were mostly 

conducted as planned in 2nd JCC of March 2016. For the Japanese side, quality, quantity and timing of 

dispatch of the Japanese experts are mostly fair to conduct the activities and to produce the outputs as 

planned. For the Serbian side, personnel, facilities, and budget for the Project have been allocated as 

planned. However, the Project was affected by the delay in preparation of drafting the secondary 

legislations, which resulted in loss in cost and time efficiency. The intended Outputs in PDM will not be 

achieved unless the Project period is extended. 

 

(4) Impact 

1）Achievement of Overall Goal 

The Overall Goal is an intended outcome brought by the Project and expected to be achieved within 

three to five years after completion of the Project. At this moment, the Overall Goal will be partially 

achievable if the Project would have produced the intended outputs set in the PDM with the extension of 

the Project period. Verifiable indicators of the Overall Goal were amended in 1st JCC in May 2015 in 

order to clarify the target duration. Two indicators set for Overall Goal will be achievable if the project 

purpose is completed with the extension of the project period till December 2017. 

2）Positive impacts 

・ Results of the interviews revealed that MFBU is being recognized as high technology training 

institute with excellent trainers that were/to be trained under Japanese technology and know-hows. 

It is obvious that MFBU training center will gain high reputation after the implementation of the 
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Project. This gives confidence to the EM/EA trainers in MFBU training center as a sole training 

institute where trainees can learn the EMS and be licensed in Serbia. 

・ During the Terminal Evaluation, it is notable that an opening ceremony of EMS training center was 

held in 11 October 2016 in Serbia by MOME/MFBU and Japanese Expert Team inviting 

development partners, stakeholders and media so as to disseminate the outcomes of the Project and 

advertise the EMS training center that is equipped with the latest instruments and equipment.  

・ The Project has accelerated Serbia to accede to EU and boosted up the standards of energy 

efficiency and conservation in terms of mitigation of climate change through promotion of energy 

efficiency in Serbia, which gives a great positive impact to Serbia. 

3）Negative impacts 

At the time of the Terminal Evaluation, there was no negative impact identified. 

 

(5) Sustainability 

Sustainability of the Project effects is predicted to be moderate from the following aspects. 

1)  Policy /institutional aspect 

Energy efficiency policy will remain prioritized in Development Plan of Serbian is not predicted any 

policy or institutional change that may affect the sustainability of MOME/MFBU. “Energy Sector of the 

Republic of Serbia for the Period by 2025 with projections by 2030 (2016)” and “Energy Efficiency 

Law ” established in 2013 are expected to be continued. 

2)  Organization aspect 

MOME will remain the same as an implementing and monitoring agency to deliver EMS and be 

anticipated to be well functioned after accession to EU. Then MFBU is an only organization to provide 

qualified EMS trainings in Serbia and roles of MFBU will remain the same as stipulated in the secondary 

legislation. Although there might be some internal organization change and personnel transfers, there 

will not be a drastic change to MOME/MFBU. Assignment for personnel in energy efficiency 

department is, however, insufficient at this moment, though tasks for MOME are expected to increase 

after implementation of energy efficiency policy and EMS introduction. 

3)  Technical aspect 

Technical level of MOME to implement EMS is seen high with in-depth knowledge on energy 

efficiency and conservation. However, it is required for MOME that at least two permanent staff in EMS 

Group shall be allocated for monitoring EMS, providing technical advice to EMs and EAs, and 

reviewing the secondary legislations in accordance with updated situation in Serbia after the 

commencement of EMS. As to EMS Training organization, MFBU will maintain the technical level after 

the project terminates since candidate trainers assistant professors and lecturers are all expertise in 

mechanical engineering in MFBU.  

4)  Financial aspect 

As mentioned above, it is required to allocate at least two experts in technical and legal areas in EMS 

Group, Division of Energy Efficiency in MOME although there is a legal constraint on increasing 

number of staff. In 3rd  JCC during the terminal evaluation, it was announced that the allocation of two 
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staffs could be arranged for Serbian FY 2017, however, it is early to foresee the financial situation for the 

long term in the future after the Project completion. On the other hand, there is possibility for MFBU to 

be financially sustainable if they shall put ‘SEEC Business Plan and Annual Action Plan 2017-2019’ into 

execution. 

 

3-3  Promoting Factors 

(1)  Project Design 

Although the precondition of the project to complete secondary legislations had not been fulfilled by 

MOME, the component of support for establishment of secondary legislations under Energy Efficiency 

Law was added during the Project since there was an urgent need to accelerate the accession to EU by 

introduction of EMS and fulfilling the EU standards of energy efficiency. From the viewpoint of project 

designing, the Project was the first one to assist not only the procurement of training facilities and 

equipment and provision of trainings but also development of legal systems in technical cooperation in the 

area of energy efficiency, which made a great contribution to sustainability of the Project effects as a legal 

system of EMS in Serbia.  

 

(2)  Implementation Process 

One promoting factor led in dedicated commitment by MFBU in implementation process of the Project 

was that major motivation to MFBU in order to become a higher level academic institution that equipped 

with the latest technology in energy auditing provided by Japan and to be appointed as an only institute to 

qualify EMs and EAs in Serbia, which will consequently contribute to raising academic ranking and 

obtaining higher reputation from the public. In addition, the opening ceremony was successfully carried 

out and disseminated to the public with the upmost efforts by MFBU and the Project team, which 

motivated C/P and shall produce stronger project ownership by Serbian side for the remaining period of 

the Project. 

 

3-4  Hindering Factors 

(1)  Project Design 

As mentioned in 3-3(1), in order to complete the Project activities as scheduled, it should have been 

considered that 1) time framework of the Project shall be adjusted for adequate period at the time of 

detailed design study and 2) involve and invite stakeholders related to secondary legislations to the 

discussions on the time required from drafting legislations until approval so that the Project would be 

implemented in a planned time schedule.   

 

(2) Implementation Process 

Several impeding factors are found in process of establishing secondary legislations by Serbian side. In 

order to fulfill the EU standards of energy efficiency and conservation, MOME is required to meet the 

high demand of work to accelerate the EU accession; on the contrary, there is a legal constraint in limiting 

number of civil servant since 2015. This law impeded the project activities in component of secondary 
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legislations, therefore the Project took measures to increase human resource inputs by hiring local experts 

both Technical and Legal advisors. Another impeding factor that affected the Project activities was that 

two times of elections indirectivity delayed the schedule of secondary legislations by time-consuming 

cabinet makings and organizational restructures of MOME, causing the frequent adjustment of the Project 

schedule. 

 

3-5  Conclusion 

It is concluded that the Project Purpose will not be achieved by the end of the Project, April 2017 unless 

the duration of the Project is extended by approximately 8 months. Result of five evaluation criteria is 

judged as medium for this project. 

The relevancy of the Project is high, since the Project is consistent with the development plan, needs of 

MOME and the Japanese ODA policy. Effectiveness of the Project is moderate as the Project Purpose will 

not be achieved unless the Project period is extended in order to conduct the remaining project activities. 

Although the Project experienced the delay in preparation for secondary legislation by Serbian side, it is 

expected that efficiency of the Project is moderate and would be fully covered by the extension of the 

Project period. First extended period made possible for MOME to have adequate time to create the 

rulebooks as well as textbooks for the newly installed equipment with better guidance from Japanese 

experts. Positive impacts are high and ripple effects are expected to be higher 5 years after the project 

termination. At this moment, sustainability of the Project effects is moderate and unlikely to be assured for 

the near future unless the Project Purpose would be fulfilled with intended Outputs by extension of the 

Project period. 

 

3-6  Recommendations 

(1)  For the Project 

1)  Extension of the Project Period 

There are a couple of factors that delayed the schedule of implementation of the Project as mentions 

in ‘2-6. Implementation Process’. Besides there were 2 times of elections in 2014 and 2016, which 

resulted in delays in cabinetmaking and eventually the Project activities were affected and took more 

time than the Project expected in approving process from other relevant ministries. In 1st JCC, the 

request of 13 months extension of the project was approved since the start of EMS was postponed from 

2015 to 2016. Although construction of training center and installation of the equipment procured by 

Japanese side were mostly as scheduled, activities after completion of secondary legislations were push 

backward in the schedule. In order to catch up on the intended activities, it is suggested that the 

adequate time of extension shall be 8 months, until the end of December 2017, ‘Serbian FY 2017’. 

Since this will be the second extension, it is recommended that the following conditions shown in (2) 

and (3) below shall be fulfilled by the Project in order to make an extension of 8 months. 

 

2)  Revision of PDM and PO 

It is recommended to amend current PDM-2 and PO-2 in order to make a concordance with the 
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actual situations such parts as duration of project, clearly specifying MOME as C/P, important 

assumptions to Overall goal, additional activities for securing sustainability of the project effects 

described in (2) and (3) in the following. 

 

(2)  For MOME 

Strengthening of Training Evaluation and Monitoring System 

Strengthening of Training Evaluation and Monitoring System 

At the time of the Terminal Evaluation, it was revealed that the allocation of ‘2 Advisors for 

Establishing and Monitoring of EMS’ under ‘Group of Energy Management System’ is difficult even 

though it is necessary. From the sustainable point of view as mentioned in 3-3 (2), it is still required for 

MOME to put this group into operation so as to monitor the EMS continuously and implement 

activities under responsibility of the MOME after the Project terminates. Therefore the following 

condition is drawn from the result of the Terminal Evaluation. 

(MOME) To secure the human resources to ‘Group of Energy Management System’ and put this into 

execution. 

 

(3)  For MOME/MFBU 

Submission and Approval of SEEC Business Plan and Annual Action Plan for 2017 to 2019 

It is recommended that MFBU shall prepare and submit the following plans to MOME in order to 

secure the sustainability of the Project effects. 

(MFBU) To prepare and submit ‘SEEC Business Plan (Special Account)’ to MOME 

 To prepare and submit ‘Annual Action Plan for 2017, 2018 and 2019’ to MOME 

(MOME) To approve Annual Action Plan (2017-2019 respectively) 

 

The above activities shall be added as Activity 5-9 and Activity 5-10 in both PDM-3 and PO-3. 

 

(4)  For JICA 

Verification of the Progress and Facilitation of Stakeholders 

From the viewpoint of sustainability of the Project effects, it is necessary for JICA to assist a smooth 

takeoff of Energy Management System in Serbia by 1) verifying the progress of the Project especially 

on budgeting two necessary advisors for EMS implementation after the project terminates and 2) 

facilitating the Project activities whenever the necessity arises. 

 

3-7  Lessons Learned 

(1)  Adequate Time Estimation in Formulation of Secondary Legislation 

The Project experienced complicated and time-consuming procedures to get approval for secondary 

legislations from relevant ministries, which resulted in the delays during the first stage of the Project 

implementation. Therefore adequate time for formulating secondary legislations should be counted at the 

time of project formulation. In addition to this, it is recommended to count and include human resource 
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inputs such as legal advisor by both parties.  

 

(2)  Participation of Development Partners into the JICA Project Activities 

It is noted that MOME contributed to organizing and managing the financial supports from other 

development partners such as UNDP/GEF and Norway for the Project activities. It has not often been seen 

that JICA project collaborated with other development partners in one project. This kind of collaboration 

might produce synergy effects and increase aid efficiency. 
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第 1 章 調査の概要 

1	－	1 プロジェクト実施の背景及び終了時評価の目的 

セルビア共和国（以下、「セルビア」と記す）は一次エネルギー総供給量の 50%以上を自国の石炭供

給で賄っているものの、石油の約79%（2009 年）、天然ガスの約 90%（2009 年）を主にロシアからの

輸入に頼っており、一次エネルギー全体に占める輸入依存度はおよそ40%にも上っている。エネルギ

ー安全保障の観点から、エネルギー源の多様化と共に省エネルギーの推進が求められている。 

また、セルビアは欧州連合（European Union：EU）加盟に向けて 2006 年に EU 及び南東欧諸国のエ

ネルギー共同体条約（Energy Community Treaty）に加盟しており、エネルギー効率化に関する EU 指

令（EU Directive2006/32/EC）と整合性をとるべく努力する必要がある。同指令では 2008 年から 2016

年の 9 年間に最終エネルギー消費量を 9％削減することが規定されており、エネルギー消費削減の中

間目標を設定する 3 カ年ごとの国家行動計画作成が求められている。 

かかる状況下、JICA はセルビアにおいて開発計画調査型技術協力「エネルギー消費セクターにお

けるエネルギー管理導入調査」（2009 年 6 月～2011 年 6 月）を実施した。同調査を通じて、セルビア

の産業部門のエネルギー消費量は最終エネルギー消費量の25%に上り、産業部門のエネルギー原単位

〔エネルギー効率を表す値。単位量の製品や額を生産するのに必要な電力・熱（燃料）などエネルギ

ー消費量の総量のことで、一般に、省エネルギーの進捗状況をみる指標として使用される〕は、我が

国と比較すると 4 倍以上であることから、産業部門の省エネルギーポテンシャルは十分にあることが

判明している。同調査の成果であるエネルギー管理制度の制度設計と同制度構築にかかる提言を踏ま

え、セルビアは、「エネルギー効率利用にかかる法律（以下、「省エネルギー法」と記す）」を 2013

年 3 月に制定した。省エネルギー法の制定を受け、エネルギー管理制度・診断制度の枠組みの策定及

びエネルギー管理士・診断士の人材育成が急務となっている。 

このような背景から、セルビア政府は我が国に対して 2010 年「エネルギー消費セクターにおける

エネルギー管理制度拡大支援プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を要請し、省エネル

ギー 法の制定を踏まえて 2013 年 11 月に合意文書〔討議議事録（Record of Discussions：R/D）〕を締

結し、鉱物エネルギー省（Ministry of Mining and Energy：MOME）ならびに研修機関（のちにベオグ

ラード大学機械工学部（Mechanical Faculty of Belgrade University：MFBU）に正式決定）を主なカウ

ンターパート（Counterpart：C/P）機関として、本プロジェクトを 2014 年 3 月より 2017 年 4 月まで

の予定で実施中である。本終了時評価調査団は、プロジェクト終了まで残り半年のタイミングで、評

価 5 類型に従ったプロジェクトの終了時評価を目的に、2016 年 10 月 2 日から 10 月 16 日までの期間

でセルビアへ派遣された。本調査の結果はセルビア関係者とも合意を得たものである。 

次に、本調査の主な目的は次のとおりである。 

（1）プロジェクトの達成状況、活動内容、インプットのレビュー 

（2）残り期間でプロジェクト目標を達成するために解決すべき課題の整理 

（3）プロジェクト延長の可否 

（4）プロジェクト終了後のプロジェクト効果の持続性確保に向けた提言 

（5）他の類似案件への教訓の導出 
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1	－	2 調査団構成 

名前 担当 所属 

Ms. Miomira 
Lazović 

セルビア側総括 
MOME 省エネルギー局省エネルギー向上規制創出グルー

プ長 

Mr. Rastislav Kragić 評価企画 MOME 再生可能エネルギー局シニア・アドバイザー 

林 宏之 日本側総括 JICA 産業開発・公共政策部参事役（資源・エネルギー）

前田有紀子 評価企画 
JICA 産業開発・公共政策部資源・エネルギー第一チーム

調査役 

今井梨紗子 評価分析 国際航業株式会社都市環境部コンサルタント 

 

1	－	3 調査日程 

本調査は以下の日程で 10 月 2 日から 10 月 16 日まで 15 日間実施された。 

日付 林 前田 今井 

Ms. Lazović  

Mr. Kragić 

（セルビア側評価者）

1 Oct. 2 Sun 
 

 
羽田→ランクフルト→ベオグラ

ード 23:50 着 

 

2 Oct. 3 Mon 

 

 

09:00 JICA バルカン事務所 

10:30 MOME 面談 

15:00 UNDP 面談（Ms.Maja, Mr. 

Dragan） 

 

3 Oct. 4 Tue 

 

 

09:00 MFBU Dr. Maja Todorovic 

（Training Center） 

14:15 SOKO Engineering  

 

4 Oct. 5 Wed 

 

 

09:00 MFBU 研修生面談 

14:00 Stark 菓子工場面談 

11:30 共和国法制局面談 

（Mr. Dragomir Savović） 

 

5 Oct. 6 Thu 

 
→ベオグラード 

23:50 着 

MOME、PT との協議、合同評価

会議、プロジェクト技術アドバ

イザー（傭人）面談 

合同評価会議 

6 Oct. 7 Fri 

 AM：団内会議、Polymark 食品加工工場視察（エネ

ルギー診断士実地研修） 

PM：MOME との協議 

16:30 JICA バルカン事務所打合せ 

 

7 Oct. 8 Sat 
→ベオグラード

22:05 着 
報告書作成 報告書作成 

 

8 Oct. 9 Sun 団内会議 
団内会議、報告

書作成 
団内会議、報告書作成 

 

9 Oct. 10 Mon MOME、Project team との協議、合同評価会議 合同評価会議 

10 Oct. 11 Tue 
AM：V4 Seminar 報告書作成  

14:00 省エネ研修センター開所式（MFBU） 

11 Oct. 12 Wed MOME、Project team、合同評価メンバーとの協議、報告書の最終化作業 



 
 

－3－ 

12 Oct. 13 Thu 9:00 合同評価報告書の最終確認、同報告書の承認（署名） 

13 Oct. 14 Fri 10:00 第 3 回合同調整員会、M/M 署名 

14 Oct. 15 Sat ベオグラード発 →  

15 Oct. 16 Sat 東京着  

 

1	－	4 主要面談者 

1.  鉱物エネルギー省（MOME） 

Mr. Milos Banjac Assistant Minister (Project Deputy Director) 

Ms. Antonela Solujic Head of Department of Energy Efficiency (Project Supervisor) 

 

2.  共和国法制局 

Mr. Dragomir Savovic Senior Advisor（経済・エネルギー担当） 

 

3.  ベオグラード大学機械工学科（MFBU） 

Mr. Radivoje Mitrovic Professor 学部長 

Mr. Milorad Milovanocevic Professor 前学部長 

Mr. Cvetko Crnojevic Professor 副学部長 

Ms. Maja Todorovic Professor 

Mr. Dorde Cantrak Trainee for EM &EA, Assistant Professor 

Ms. Mirjana Stamenic Trainee for EM &EA, Assistant Professor 

Ms. Tamara Bajc Trainee for EM &EA, Teaching Assistant 

Ms. Mirjana Opacic Trainee for EM &EA, Researcher 

 

4.  Soko Starks（製菓工場、指定事業者候補) 

Mr. Dragoljub Gavrilovic Head of Energy Maintenance 

Ms. Biljana Markovic Technical Engineer 

 

5.  Soko Engineering（施工業者） 

Mr. Milentije Andrejic Engineer （Heating, Ventilation, Air Conditioning） 

 

 

6.  国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP） 

Ms. Maja Matejic Portfolio Manager Energy 

Mr. Dragan Urosevic Program Officer （Former Technical Advisor for the Project） 

 

7.  セルビア政府 EU 統合事務所（Government of Serbian European Integration Office：SEIO） 

Mr. Dragan Mrkalj Advisor 

Ms. Tijana Radnov Advisor 
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8.  JICA バルカン事務所 

阿部 俊哉 所長 

安齋 竜平 総務総括 

Ms. Irena Popovic プログラム・オフィサー 

 

9.  日本人専門家チーム 

川野 泰 総括／省エネルギー政策・制度 

檜垣 定夫 省エネルギー実習機材調達（技術）／実習設備研修 

袖川 政憲 省エネルギー技術（電気） 

寺本  信夫 省エネルギー技術（熱） 

舩橋ひろ子 省エネルギー普及促進 

Mr. Zarko Galic 省エネルギー資格研修制度 

Ms. Biljana Mlinar 法律アドバイザー 

Ms. Vojislavka Satric 技術アドバイザー 

 

1	－	5 プロジェクト概要 

プロジェクトの概要は以下に示すとおりである。 

 

表 1-1 プロジェクト概要（PDM version 2） 

プロジェクト実施期間 

2014年 3	月～2017年	4	月（	3	年	1	カ月） 

先方実施機関 

鉱物エネルギー省（MOME）、ベオグラード大学機械工学科（MFBU、研修センター・研修実施機

関） 

上位目標 

エネルギー管理制度下の指定事業者における省エネルギーが推進される。 

プロジェクト目標 

エネルギー管理制度が導入され、実施される。 

アウトプット 

1. エネルギー管理と診断制度のスキーム設計がなされる。 
2. エネルギー管理士及びエネルギー診断士の座学研修プログラムが確立される。 
3. エネルギー管理士及びエネルギー診断士の実技研修プログラムが確立される。 
4. エネルギー管理士と診断士の資格が制度化される。 
5.  MOMEのエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能力が強化される。 

活動 

1-1 エネルギー管理制度に必要なMOMEの省令、決議、規則等の見直しをする。 
1-2 指定事業者を特定するためのエネルギー消費調査を行う。 
1-3 ガイドブックを作成する。 
1-4 エネルギー管理制度のデータベースのプログラム作成を行う。 
1-5 エネルギー管理制度の促進のための省エネルギー基金やその他の基金の活用に係る計画を策

定する。 



 
 

－5－ 

1-6 エネルギー管理制度の促進のための省エネルギー基金やその他の基金の活用に係る計画を実

施する。 

2-1 エネルギー管理士向け座学研修プログラムのカリキュラムを作成する。 
2-2 エネルギー管理士向け座学研修の教科書と副教材を作成する。 
2-3 エネルギー診断士向け座学研修プログラムのカリキュラムを作成する。 
2-4 エネルギー診断士向け座学研修の教科書と副教材を作成する。 
2-5 エネルギー管理士のトレーナーに対し、研修方法を指導する。 
2-6 エネルギー診断士のトレーナー研修を実施する。 
2-7 エネルギー管理士の座学研修を実施する。 
2-8 エネルギー診断士の座学研修を実施する。 

3-1 実習機材の詳細設計をする。 
3-2 実習施設を準備する。 
3-3 実習機材を調達する。 
3-4 実技研修プログラムのカリキュラムを作成する。 
3-5 実技研修の教科書と副教材を作成する。 
3-6 エネルギー管理士とエネルギー診断士のトレーナー研修を実施する。 
3-7 エネルギー管理士・診断士の実技研修を実施する。 

4-1 エネルギー管理士用試験を準備する。 
4-2 エネルギー管理士試験を実施する。 
4-3 エネルギー管理士の資格証明書を発行する。 
4-4 エネルギー診断士用試験を準備する。 
4-5 エネルギー診断士試験を実施する。 
4-6 エネルギー診断士の資格証明書を発行する。 

5-1 指定事業者とエネルギー管理士のための普及啓発活動・セミナーを計画する。 
5-2 指定事業者とエネルギー管理士のための普及啓発・セミナーを実施する。 
5-3 指定事業者のモニタリング及びチェックマニュアルを作成する。 
5-4 指定事業者の監査マニュアルを作成する。 
5-5 指定事業者のモニタリングを実施する。 
5-6 エネルギー診断士のパフォーマンスチェックを実施する。 
5-7 エネルギー管理制度の実施を再検討する。 
5-8 エネルギー管理制度に必要な見直しを行う。 

 

1	－	6 終了時評価の方法 

本調査は、JICA 事業評価ガイドラインに基づき、以下の手順によって実施された。 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）とその他関連書類に示

されるプロジェクトの計画の進捗状況の検証 

（2）評価 5 項目によるプロジェクトの分析 

（3）プロジェクトの改善事項にかかる提言の導出 

（4）類似案件への教訓の導出 

 

本調査においては、下記の手法により定量的及び定性的なデータ・情報の収集を行った。 

 プロジェクトで作成された報告書及び関連文書のレビュー 

 日本人専門家、C/P 及び関係者への質問票調査及びインタビュープロジェクトの分析に用い

た評価 5 項目とその視点は以下のとおりである。 
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（1）妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標は、セルビアの開発政策及び開発ニーズ、日本の対セルビア援

助政策に合致するものであったか。 

 

（2）有効性 

調査時点におけるアウトプットの達成状況から見て、プロジェクト目標はプロジェクト終了時

点までに達成見込みはあるか。 

 

（3）効率性 

計画されたアウトプットの達成状況と日本側及びセルビア側の投入の量、質、タイミングにか

んがみて、投入はアウトプットに効率的に転換されているか。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの成果として、プロジェクトの意図する正のインパクトである上位目標の達成見

込みはあるか。また、プロジェクトによる直接的・間接的な正負の効果はあるか。 

 

（5）持続性 

制度、組織、技術及び財務的観点から、プロジェクト終了後にプロジェクトの正の効果及び便

益は持続するか。 

 

1	－	7 調査結果 

上記の方法に基づき、評価 5 項目の視点をベースに評価報告書を作成し、2016 年 10 月 14 日に開

催された第 3 回合同調査委員会（Joint Coordination Committee：JCC）にて、本評価結果について先方

と合意し、付属資料 1 のとおり評価報告書を添付した協議議事録（ミニッツ）（Minutes of Meeting：

M/M）を締結した。 

 

1	－	8 団長所感 

（1）今回の終了時評価は、プロジェクト期間の延長を前提とした対処方針であったことから、プロ

ジェクト目標の達成に必要となる適切な期間を定めるとともに、延長の条件をセルビア側に理解

させ、予算措置と人員確保を含めた持続性を担保させるための評価報告書及びミニッツを取りま

とめることとした。 

   ミニッツは MOME 次官を署名者とし、終了時評価でリコメンドされた内容を JICA が MOME

に要求する形とした。これは C/P からの要望でもあったため、今後 MOME 内ではミニッツに基

づき、2018 年度以降の予算措置と人員確保を図ることとなる。 

    こうした対応に伴い、2017 年度の傭人費については、技術協力プロジェクト経費で負担し、2018

年以降の自立発展に向けたサポートを行うこととした。ミニッツ協議の主要な C/P で、ミニッツ

にイニシャルサインを行った Banjac 氏からは、①今回の協議のポイントは次官に報告済みである

こと、②2018 年の予算確保については約束するとのコメントがあったことが紹介された。 

 

 



 
 

－7－ 

（2）上記については、まずは 2017 年 8 月頃になると思われる MOME の予算要求に盛り込まれるこ

とが必須となるため、バルカン事務所におかれては、MOME に対して適宜フォローをお願いした

い。また、ミニッツ及び終了時評価報告書で確認した先方が実施すべき計画立案等の作業につい

ては、本部から適宜コンサルタントまたは事務所を通じての対応状況の確認が必要となる。 

 

（3）さらに、今回出張中には、終了時評価だけでなく、V4 セミナーが開催され、MOME をはじめ

とするセルビア側関係者が、V4 諸国の代表とネットワークを築く機会となったのみならず、ベオ

グラード大学に供与した機材で開設された研修センター（Serbian Energy Efficiency Center：SEEC）

のオープニングセレモニーも開催された。同開所式には MOME 大臣が出席し、複数のメディア

が取材に訪れた。今後は MOME 内に醸成された本技術協力プロジェクトに対する関心を、今後

の活動にいかにつなげていくかが鍵になるため、R/D の変更手続きを速やかに実施するとともに、

プロジェクト延長に伴うコンサルタント契約の延長において、修正 PDM 及び PO に基づく活動に

関する十分な摺り合わせが必要である。 

 

（4）最後に、終了時評価及び上述のイベント開催にあたっては、事務所のみならず、コンサルタン

トの皆様にも多大なご尽力を賜ったことに御礼申し上げたい。 
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第 2 章 プロジェクトの実績と現状 

2	－	1 投 入 

本プロジェクトの終了時評価調査時点までの投入実績は、表 2-1 のとおりである。  

 

表 2-1 本プロジェクトの投入 

日本側 （総額：235,085,952 円） 

計画 実績(2016 年 9 月時点) 

・専門家派遣：6 分野 

1）総括／省エネルギー政策・制度 

2）エネルギー管理制度 

3）省エネ資格研修制度 

4）省エネルギー技術（熱） 

5）省エネルギー技術（電気） 

6）省エネルギー技術（調達） 

・機材及び施設 

ボイラー及びスチームトラップ設備、ポンプ

設備、コンプレッサー設備、診断機材 

・ローカルコスト 

・8 分野の 12 名の専門家派遣(22.59 人月)、6 名

のセルビア人専門家（傭人契約） 

・機材及び施設：計画通り 約 32,280,504 円 

- 現地調達：契約金額 35,121,863.13 RSD 

- 本邦調達：4,042,105 円 

・ローカルコスト: 9,025,448 円 

（78,859.39 ユーロ、142,849.15 RSD） 

 

セルビア側 

計画 実績(2016 年 9 月時点) 

・C/P 配置 

・建物・施設：  

- プロジェクトに必要な施設 

- JICA 専門家に必要なオフィススペースと施

設 

- 機材の設置と保管に必要な部屋とスペース 

・ローカルコスト 

・C/P 配置：29 名 

・建物・施設：計画通り 

- 実習機材設置サイトの提供（MFBU） 

・ローカルコスト：14,289,000 RSD  

（約 13,133,019 円）(2017 年までの計画含む)

 

日本側 

日本側の投入はおおむね計画通り行われた。計画時から 2 分野追加され、以下の（1）～（8）の分

野において、12 名の専門家が合計 22.59 人月派遣された（詳細は付属資料 1 の Appendix 4）。 

（1）総括／省エネルギー政策・制度 

（2）副総括／省エネルギー実習機材調達 

（3）エネルギー管理制度 

（4）省エネルギー資格研修制度 

（5）省エネルギー技術（熱） 

（6）省エネルギー技術（電気） 

（7）省エネルギー普及促進 
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（8）実習設備研修 

また、上述の日本人専門家に加え、プロジェクト活動に必要な技術アドバイザー、法律アドバイザ

ー、テキストブック・アドバイザーとしてセルビア人専門家を現地にて合計 6 名雇用した。セルビア

人専門家リストは付属資料 1 の Appendix 4 のとおり。 

終了時評価時点では、主に MFBU の助教授や講師を対象としたエネルギー管理士・エネルギー診

断士研修に 37名が参加している。また、研修設備を使用したエネルギー管理士の講師向け研修は 2016

年 3 月に 1 回、エネルギー診断士の講師向け研修は 2006 年に 2 回（6 月及び 10 月）に実施された。 

セルビア及び日本にて調達された機材は、2016 年 3 月までにすべて MFBU に設置された。終了時

評価団はすべての品目が設置され、適切に保管されていることを確認した。機材リストは、付属資料

1 の Appendix 6 のとおり。なお、MFBU 研修センターは 2016 年 3 月に完成し、オープニングセレモ

ニーは、2016 年 10 月 11 日（本調査実施期間中）に実施された。 

 

セルビア側 

セルビア側の投入はおおむね計画通り行われた。セルビア側は C/P と JCC の人員を配置した。C/P

と JCC 参加者のリストは付属資料 1 の Appendix 5 (2) に示すとおりである。本プロジェクトには

MOME からのより多くの人員配置が望まれていたが、セルビアでは、2015 年から公務員雇用数の上

限を定めた法律が施行され、MOME 内の増員が厳しい状況が続いていることが確認された。 

日本人専門家のための執務スペースや設備は MOME・MFBU ともに適時に提供されており、供与

機材設置スペースや保管設備は整っている。計測機器は副学部長室の保管庫にて管理されている。 

セルビア側は、ノルウェーの資金を元に、省エネルギー管理システム〔エネルギー管理制度（Energy 

Management System：EMS）にかかるデータベース構築、地球環境ファシリティ（Global Environment 

Facility：GEF）／UNDP〕を通じてテキストブック開発（自治体向け）のローカルコストを負担した。

データベース構築ならびにテキストブック開発（自治体向け）に 7,500,000 RSD、EMS 工場及びビル

向けのテキストブック開発に 6,789,000 million RSD（2017 年計画分を含む）をそれぞれ MOME が負

担した（詳細は付属資料 1 の Appendix 7 (2)を参照）。 

 

2	－	2 活動実績 

2014 年 3 月から 2016 年 4 月までの期間、本プロジェクトの活動は、主に先方政府の省エネルギー

法二次法制定1の活動に遅延があり、活動計画（Plan of Operation : PO）のとおりには進捗していなか

った。第 1 回 JCC（2015 年 3 月）では、MOME がエネルギー管理制度の定期報告書の提出開始を 2015

年 1 月から 2016 年 1 月へと正式に延期したことを受け、当初 2 年だったプロジェクト期間を 13 カ月

延長することが協議され、R/D で合意された。そして、2016 年 5 月以降は、第 2 回 JCC（2016 年 5

月）おいて修正された PO のとおりにおおむね進捗している。PO version 3 は付属資料 1 の Appendix 

2、進捗の詳細については表 2-2 に示すとおりである。 

なお、終了時評価では、プロジェクト活動の遅延に関し、以下の理由が確認された。 

本プロジェクト開始前にセルビアにおいて省エネルギー法（2013 年制定）が施行され、本プロジ

ェクト詳細計画策定調査時には、エネルギー管理システムの詳細を規定する省エネルギー法二次法は

プロジェクト開始予定であった 2014 年 3 月までに制定され、2015 年 1 月にはエネルギー管理制度の

                                                        
1 二次法は政令（Decree）、省令（Rulebook）、決議（Decision）を含む関連法令を指す。 
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導入・開始される見通しであった。しかし、その後、2014 年の選挙後、組閣が遅延したことに加え、

省庁組織改革が実施された影響で、先方政府の二次法制定は進捗していなかった。同状況を踏まえ、

本プロジェクト活動の中に二次法制定促進支援を盛り込むこととしたが、更に二次法（案）を財務省

へ回覧後、法制局へ提出し必要に応じて修正するなど、法整備に関する MOME 自身の経験が豊富で

なかったことで、想定以上の時間を要し、更に 2 回の選挙（2014 年及び 2016 年）でそれぞれ組閣の

遅れや暫定政権中の法律制定にかかる制限などもあり、二次法制定が開始の前提となっていた当プロ

ジェクトは大幅に遅延した。 

終了時評価時点では、13 の二次法のうち、1 つの政令、5 つの省令、1 つの決議が既に制定され、

残りの二次法もドラフトは完成し、半年以内に二次法施行される見込みである。 

 

表 2-2 活動の進捗状況（2016 年 10 月時点） 

活動 進捗 

アウトプット 1 

1.1. エネルギー管理制度に必要な MOME の省

令、決議、規則等の見直しをする。 

1.2. 指定事業者を特定するためのエネルギー

消費調査を行う。 

1.3. ガイドブックを作成する。 

1.4. エネルギー管理制度のデータベースのプ

ログラム作成を行う。 

1.5. エネルギー管理制度の促進のための省エ

ネルギー基金やその他の基金の活用に係

る計画を策定する。 

1.6. エネルギー管理制度の促進のための省エ

ネルギー基金やその他の基金の活用に係

る計画を実施する。 

 

1.1 ほぼ実施された。二次法 13 のうち 7 つが完了し、残り 6 つ

の規則は 2016 年 11 月に法的プロセスが完了する見込み。

1.2 実施中。約 7 割が完了。指定事業者の特定に関する法的根

拠の部分が法制局への提出が準備段階。 

1.3 未実施。 

1.4 実施済み。ノルウェーの資金援助により MOME は財源を確

保した。 

1.5～1.6 未実施。 

アウトプット 2 

2.1 エネルギー管理士向け座学研修プログラ

ムのカリキュラムを作成する。 

2.2 エネルギー管理士向け座学研修の教科書

と副教材を作成する。 

2.3 エネルギー診断士向け座学研修プログラ

ムのカリキュラムを作成する。 

2.4 エネルギー診断士向け座学研修の教科書

と副教材を作成する。 

2.5 エネルギー管理士のトレーナーに対し、研

修方法を指導する。 

2.6 エネルギー診断士のトレーナー研修を実

施する。 

2.7 エネルギー管理士の座学研修を実施する。

2.8 エネルギー診断士の座学研修を実施する。

 

2.1 実施済み。 

 

2.2 約 50％実施済み。自治体向けのテキストブックは

UNDP/GEF により MOME は財源を確保した。 

2.3 約 90％実施済み。二次法（規定）の発行を残すのみ。 

2.4 実施済み。 

2.5 実施済み。 

・第 1 回 TOT: 2016 年 3 月（15 名）3 日間 

2.6 実施済み。 

・第 2 回 TOT: 2016 年 6 月（11 名）9 日間 

・第 3 回 TOT: 2016 年 10 月（11 名）9 日間 

2.7 及び 2.8 実施済み。  

・第 1 回 EM 座学研修（自治体向け）2016 年 6 月（35 名）

・第 2 回 EM 座学研修（自治体向け）2016 年 10 月（42 名）
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活動 進捗 

アウトプット 3 

3.1 実習機材の詳細設計をする。 

3.2 実習施設を準備する。 

3.3 実習機材を調達する。 

3.4 実技研修プログラムのカリキュラムを作

成する。 

3.5 実技研修の教科書と副教材を作成する。 

3.6 エネルギー管理士とエネルギー診断士の

トレーナー研修を実施する。 

3.7 エネルギー管理士・診断士の実技研修を実

施する。 

 

3.1 実施済み。JICA は MOME から付帯工事を引き継ぎ、実施

した。 

3.2 実施済み。MFBU は積極的かつ自発的に実習施設の準備を

行った。 

3.3 実施済み。2015 年 5 月に契約し、工事は 2016 年 3 月に完

了。 

3.4 実施済み。 

3.5 実施済み。 

3.6 2016 年 3 月に実地研修（15 名）を実施済み。 

3.7 実施中。2016 年 6 月および 10 月に 70 名がソフトウェア（診

断報告書提出などに使用される）研修を受講。研修施設を

使った 30 名の候補者対象の研修は 2016 年 11 月に実施予

定。 

アウトプット 4 

4.1 エネルギー管理士用試験を準備する。 

4.2 エネルギー管理士試験を実施する。 

4.3 エネルギー管理士の資格証明書を発行す

る。 

4.4 エネルギー診断士用試験を準備する。 

4.5 エネルギー診断士試験を実施する。 

4.6 エネルギー診断士の資格証明書を発行す

る。 

 

4.1～4.6 未実施。2016 年 11 月以降実施予定。 

 

アウトプット 5 

5.1 指定事業者とエネルギー管理士のための

普及啓発活動・セミナーを計画する。 

5.2 指定事業者とエネルギー管理士のための

普及啓発・セミナーを実施する。 

5.3 指定事業者のモニタリング及びチェック

マニュアルを作成する。 

5.4 指定事業者の監査マニュアルを作成する。

5.5 指定事業者のモニタリングを実施する。 

5.6 エネルギー診断士のパフォーマンスチェ

ックを実施する。 

5.7 エネルギー管理制度の実施を再検討する。

5.8 エネルギー管理制度に必要な見直しを行

う。 

 

5.1 実施済み。 

5.2 普及セミナーを 2 回実施済み。（詳しくは表 4 参照） 

・自治体向け EMS セミナー、2016 年 4 月（41 自治体 60 名

参加） 

・エネルギー診断指定事業者対象セミナー、2016 年 4 月（158

名参加） 

・研修センターオープニングセレモニー、2016 年 10 月

（MOME 大臣が参加し、5 つ以上のメディアに報道され

た） 

・国際エネルギー・フェア（商工会議所主催）、2016 年 10

月（MOME および PT による EMS にかかる発表） 

5.3～5.8 未実施。 

 

次頁表 2-3 のとおり、プロジェクトにより新規導入された研修機材を使ったセミナー・ワークショ

ップは 5 回、EMS 普及イベントは 2 回（MFBU 研修センターオープニングセレモニーならびに国際

エネルギー・フェア）と、これまで合計 7 回開催された。2016 年 10 月 11 日研修センターオープニ

ングセレモニーでは、MOME 大臣が参加し、盛大なセレモニーが執り行われ、EMS 促進にかかる研

修センターの役割が多くのメディア（TV・新聞社）に紹介された。 
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表 2-3 プロジェクト調達機材を用いたセミナー及び研修 

No. Type  
Date/ 

Duration 
Venue 

Speaker and 
Instructor 

No of 
Participants

1 TOT for cultivating instructors of practical 

training using training plant 

・ Lecture of training facilities and training 

contents 

・ Practical training of training facilities and 

training contents using training plant and 

instruments 

28 March ~ 

30March, 2016

(3days) 

MFBU-#518 Room 

MFBU-#24 Room 

(Training Room) 

JICA 

Consultant / 

Bosch and 

Atlas Copco 

Service man 

15 

2 Seminar "Beginning of implementation of 

Energy Management System in 

Municipalities" 

11 April 2016 Club of the Parliament 

members 

MOME 60 (41 

Municipalities)

3 Seminar “The Beginning of implementation 

of Energy Management System in Energy 

Consumption Sectors in the Republic of 

Serbia and obligations of the future 

Designated Organizations” 

26 April 2016 Chamber of Commerce 

and Industry 

MOME 158 

4 TOT for cultivating instructors of energy 

audit 

・ Lecture of energy audit 

・ Simulated energy audit at  factory and 

building 

20 June ~ 

1 July, 2016 

(9days) 

MFBU-#518 Room 

MFBU-#24 Room 

(Training Room) 

Sites 

 SOKO Stark Factory 

 Grand Hyatt Hotel 

JICA Expert/ 

Bosch Service 

man 

11 

5 1st Training for Municipality Energy 

Managers 

20 June~ 27 

June, 2016 

MFBU MFBU/  

Software 

instructor 

(UNDP) 

35 

6 TOT for cultivating instructors of energy 

audit by actual energy audit at factory and 

building 

3 October ~ 

13 October, 

2016 

(9days) 

MFBU-#518 Room 

Sites 

 Polimark Factory 

 Ušće Tower 

JICA Expert 11 

7 2nd Training for Municipality Energy 

Managers 

3 October~10 

October, 2016 

MFBU MFBU/  

Software 

instructor 

(UNDP) 

42 

出典：プロジェクト資料、2016 

 

上記に加え、プロジェクトニュースレター等の媒体ではなく、MOME は MOME ホームページ上で、

プロジェクトのイベントや活動についてプレスリリースや MOME 活動報告書（毎月更新）に記録し、

公開している（表 2-4）。 
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表 2-4 エネルギー管理制度にかかる普及活動 

No. Type Date Venue Speaker 
No of 

Participants

1 Opening Ceremony of Training Facilities 
Installed 

11 October 
2016 

MFBU, Belgrade Minister, Dean 
(MFBU), JICA 
HQ, JICA PT 

Approx. 
200 

including 
TV media 
and press

2 International Energy Fair · Energetika  
(hosted by Chamber of Commerce) 

12 October 
2016 

Belgrade Fair, Belgrade Mr. Banac, Ms. 
Solujic, JICA 
PT 

Approx.40

出典：プロジェクト資料、2016 

 

2	－	3 アウトプットの達成状況 

2016 年 10 月までの本プロジェクトのアウトプット達成状況は表 2-5 のとおりである。 

 

表 2-5 アウトプットの達成状況（2016 年 10 月時点） 

アウトプット 指標 達成状況 

1. エネルギー管理と診断制度の

スキーム設計がなされる。 

1.1. 2016 年 11 月までに公表された全

政令・省令。 

1.2. 2016 年 8 月までに作成する全指定

事業者のリストと数。 

1.3. エネルギー管理制度のガイドブッ

ク。 

1.4. エネルギー管理及びエネルギー診

断のデータベース。 

1.5. 2017 年末までにエネルギー管理制

度推進に関する資金的インセンテ

ィブの供与。 

およそ 7 割達成。 

1.1  2016 年 10 月までに、政令 1、規定 5、

決議 12が公表された。残り 6 つの規定

（Rulebook）はドラフト化が完了して

おり、2016 年 11 月には公表される見

込み。 

1.2  指定事業者(DO)として 100 自治体、30

の工場・ビルが確認されている。 

1.3  実施中。 

1.4  実施済み。データベース構築への日本

人専門家からのアドバイスのもと、

MOME はデータベース開発のため IT

企業をノルウェー支援によって調達

した。このデータベースにより、EMS

運用開始後は認定 EM 資格、認定 EA

資格および DO の記録追跡等のモニタ

リングが可能となる。 

1.5  未実施。 

    IMF による予算制約により、EMS を促

進するインセンティブはない。「Energy 

Efficiency Fund（自治体への補助金）」

は存在するが、現時点では EMS を促

進していない。 

                                                        
2 「指定事業者の選定と省エネルギー目標」にかかる政令、「EM/EA 研修及び資格制度化」に関する 5 つの規定、「指定研修組織選

定」にかかる決議が発行されている。 
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アウトプット 指標 達成状況 

2. エネルギー管理士及びエネル

ギー診断士の座学研修プログ

ラムが確立される。 

2.1. 2016年 6月までに 4 名以上がエネ

ルギー管理制度のトレーナーが研

修実施の指導を受ける。 

2.2. 2017 年 2 月までに全指定事業者か

らのエネルギー管理士候補生が座

学研修を終了する。 

2.3. 2017 年 3 月までにエネルギー診断

士候補生向けの座学研修が 1 回以

上実施される。 

 

部分的に達成している。 

2.1  達成済み。11 名のトレーナー候補生が

TOT を受講した。 

2.2  実施中。240（暫定）の指定事業者の

うち、70 の指定事業者が座学研修を受

講した。 

2.3  未実施。エネルギー診断士候補生向け

の座学研修には、認定エネルギー管理

士のみ受講資格があるため、2.3 は現

時点では実施できない。 

3. エネルギー管理士及びエネル

ギー診断士の実技研修プログ

ラムが確立される。 

3.1. 2016 年 4 月までにすべての実習機

材が据付され、稼働できるように

なる。 

3.2. 2016年 4月までに 4 名以上のエネ

ルギー管理士・診断士のトレーナ

ーが実技研修を終える。 

3.3. 2017年 3月までに 1 回以上のエネ

ルギー診断士向け実技研修が実施

される。 

3.4. 2017年 2月までに 100 名以上のエ

ネルギー管理士が実技研修を終え

る。 

5 割達成。 

3.1  達成済み。2016 年 3 月に据付、稼動が

確認された。 

3.2  達成済み。9 名のエネルギー管理士・

診断士のトレーナーが実技研修を受

講した。 

3.3  未実施。 

3.4  未実施。2017 年 2 月までに 100 名のエ

ネルギー管理士が研修受講予定。 

4. エネルギー管理士と診断士の

資格が制度化される。 

4.1 2017年 2月までに 100 以上の指定

事業者にエネルギー管理士資格認

定された人材がいる。 

4.2 2017 年 4 月までに 15 人以上がエ

ネルギー診断士の資格認定を受け

る。 

4.1  未実施。 

4.2  未実施。エネルギー診断士は 2017 年 4

月以降の資格認定の予定である。 

 

5.  MOME のエネルギー管理及

び診断制度の実施・管理能力

が強化される。 

5.1 MOME の C/P が自身でエネルギー

効率化の普及・啓蒙プログラムを

実施できるようになる。 

5.2 MOME の C/P がマニュアルに従

って指定事業者のレポートやデー

タをモニターできるようになる。

5.3 MOME の C/P がエネルギー管理

制度の再検討を行い、必要に従っ

て見直しできるようになる。 

 

4 割達成。 

5.1 達成済み。自治体向け及び民間セクタ

ー向けの 2 つのセミナーが 2016 年 4

月に 2 回実施された（表 2-5 参照）。

5.2 未達成。指定事業者をモニタリングす

るためにデータベースが構築された

が、EMS モニタリング体制を構築し、

人材を確保しなければ、モニタリング

は難しいと考えられる。 

5.3 未達成。EMS に関するノウハウが

MOME に蓄積されているものの、

MOME の人材不足が懸案である。 

注：下線部は PDM version 2 で改定された箇所を示している。 
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表 2-6 のとおり、2017 年 3 月までに、残り 6 つの規定（Rulebook）が法制局によって承認され、

MOME によって公表される予定である。 

 

表 2-6 省エネルギー法二次法リスト 

No タイトル 発行 認識番号（通称） 

1 EM 及び EA の研修のトレーナー資格 

Rulebook on conditions for identification and selection of 

personnel, equipment and facilities for theoretical and practical 

training for EM and EA 

January 2015 Rulebook 9.3 

2 EM 向け研修プログラムとフィー 

Rulebook on the contents of the training program for EM, fees 

and means of payment 

January 2015 Rulebook 9.1 

3 EM の研修・試験受講のための条件 

Rulebook on rules, conditions and program for taking the 

examination for EM 

January 2015 Rulebook 10.1 

4 指定事業者の選定と省エネ目標 

Decree on defining planned energy savings on annual level and 

threshold for DO and application form for energy consumption 

March 2016 

 

Decree 2 

5 EM 選任のための詳細条件（自治体） 

Rulebook on detailed conditions for assignment of Municipality 

EM 

March 2016 

 

Rulebook 3.1 

6 EM 選任のための詳細条件（工場・ビル） 

Rulebook on detailed conditions for assignment of 

Factory/Building EM 

In process Rulebook 3.2 

7 定期報告書のフォーマット 

Rulebook on the format of Periodical Report 

March 2016 Rulebook 4 

8 省エネ診断の手法 

Rulebook on methodology for energy audit 

In process Rulebook 7 

9 省エネ診断の内容 

Rulebook on the contents of performed energy audit for DO 

In process Rulebook 6 

10 MOME 提出用省エネ診断結果のフォーム 

Rulebook on the of data, deadline, means and form for 

submission the data of performed energy audit to MOME 

In process Rulebook 5 

11 EA 向け研修プログラムとフィー 

Rulebook on the contents of the training program for EA, fees 

and means of payment 

In process Rulebook 9.2 

12 EA の研修・試験受講のための条件 

Rulebook on rules, conditions and program for taking the 

examination for EA 

In process Rulebook 10.2 

13 指定研修組織選定 

Decision of the organization authorized for training and 

examination for EM and EA 

November 2015 Decision 8 

出典：プロジェクト資料、2016 
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2	－	4 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト期間が 8 カ月延長されなければ、プロジェクト目標が達成される見込みは低い。現時

点では、EMS は開始されていない（ただし、プロジェクト期間が 8 カ月延長されれば、プロジェク

ト目標の達成可能性が高まる）。2015 年 3 月第 1 回 JCC において、13 カ月のプロジェクト期間延長

が承認された。さらに、終了時評価において合同評価団で協議した結果、8 カ月のプロジェクト延長

（2017 年 12 月まで）が妥当であると提案された。表 2-7 は、プロジェクト目標の達成状況を示した

したものである。 

 

表 2-7 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 指標 達成状況 

エネルギー管理制度が導入

され、実施される。 

2016 年の（下線削除）プロジェクト終了

時までに少なくとも 100 の指定事業者が

定期報告書においてエネルギー消費の現

状を分析し、エネルギー効率向上の計画を

策定できるようになる。 

 

注）EMS 実施初年度において、すべての指

定事業者が MOME の指導によって定

期報告書において必要最低限の分析・

計画技術を示すことを意味している。

プロジェクト目標はプロジェクト期間

が延長されなければ達成されない見込

みである。現時点では、EMS は開始さ

れていない。 

注 1：下線部は PDM version 2 で改定された箇所を示している。 

 

2	－	5 上位目標の達成見込み 

上位目標はプロジェクト活動の結果、プロジェクト終了後 3～5 年以内に達成されると期待されて

いる目標である。終了時評価時点においては、プロジェクト期間の延長により PDM に設定された 5

つのアウトプットが産出され、プロジェクト目標が達成されれば、上位目標は達成可能と見られる。

上位目標の指標の目標期日は第 1 回 JCC において修正された。終了時評価の結果は、表 2-8 のとお

りである。 
 

表 2-8 上位目標の達成見込み 

上位目標 指標 達成見込み 

エネルギー管理制度下の指

定事業者における省エネル

ギーが推進される。 

1. 制度導入後 5 年時点で、全指定事業者

の  5 カ年の平均でエネルギー総量 8 

削減のパーセンテージが年間 1	％とな

る。 

 

 

 

2. 制度導入後 5 年時点で、工業セクター

の全指定事業者に対し、エネルギー診

断が行われる。 

 

1. ここで示された指標 1 の割合は適切

で、高すぎる指標ではないと判断さ

れる。したがって、プロジェクトが

延長され、プロジェクト目標が達成

されれば、この指標は達成される可

能性が高い。 

2. 指標 2 は工業セクターだけではな

く、自治体及びビルも含まれるべき

である。プロジェクト期間が延長さ

れ、予定されたアウトプットが完了

すれば、この指標 2 は達成される可

能性が高い。 

注：下線部は PDM version 2 で改定された箇所を示している。 
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2	－	6 実施プロセス 

実施プロセスでは、活動の実施状況、プロジェクトのマネジメント及びモニタリング体制、C/P と

日本人専門家との関係、受益者のプロジェクトへの関与度合い、C/P 機関のオーナーシップ・リーダ

ーシップならびにプロジェクトの阻害要因の有無について評価した。 

プロジェクト実施スケジュールにおいて、活動の遅延の要因が確認された。プロジェクトは当初 2

年で計画されており、プロジェクト開始時には、省エネルギー法の「二次法（政令、省令、決議）」

が施行されていることを前提としていたものの、先方政府の二次法の制定が遅延していた。したがっ

て、喫緊の課題であった EMS の構築を促進するためにも、日本側セルビア側ともに、プロジェクト

の活動に二次法制定の活動を盛り込むことがプロジェクト実施中合意された。そのほか、2014 年及

び 2016 年の選挙において、MOME は組閣の遅れと組織改革（MOME から MEDEP へ名称変更後、

再び MOME へ改称された）の影響を受け、財務省や法制局の関連政府機構との調整や承認プロセス

に想定以上の時間を要した。日本側はこれに対し、法令制定の経験が豊富でない MOME に対し人的

資源を投入し、法律専門家ならびに技術専門家（のちにテキストブック専門家を追加）を現地傭人と

して雇用し、プロジェクトの課題に対処した。本プロジェクトは、図 2-1（p.18）に示す体制で実施

されている。また、2015 年 3 月に開催された第 1 回 JCC で C/P 配置への変更が協議され、以下のと

おり、MOME 内の人事異動に対応して、C/P を増員配置した。 
 

表 2-9 プロジェクト管理者の変更点 

Duration March 2014 - 15 May 2015 16 May 2016 - present 

Managerial 

member of 

Project by 

Serbian side 

1) Project Director 

2) Project Manager (Energy Efficiency Policy) 

3) Project Coordinator (Energy Management 

System) 

4) Working Groups (necessary for 

implementation of EMS) 

1) Project Director 

2) Project Deputy Director 

3) Project Supervisor (Energy Efficiency Policy) 

4) Project Manager / Project Coordinator (Energy 

Management System) 

5) Working Groups (necessary for implementation of 

EMS) 

出典：R/D より抜粋。2015 年 5 月 15 日第 1 回 JCC 

 

なお、上表に記載されているワーキンググループは、プロジェクト用にメンバーが決定されたもの

が機能していたわけではなく、MOME 内にある既存の課題別のワーキンググループのメンバーが適

宜 C/P の枠を超えてプロジェクト活動にも参加していた。 

表 2-10 のとおり、これまで PDM は 3 回改定されている。第 1 回 JCC では、プロジェクト期間の

延長が協議され、プロジェクト機関を 13 カ月延長することが承認された。 
 

表 2-10 PDM の変遷 

版 会合の種類 更新日 

PDM ver.0 詳細計画策定調査 2013年9月25日 

PDM ver.1 draft 協議議事録（プレJCC） 2014年8月1日 

PDM ver.1 第1回JCC 2015年5月15日 

PDM ver.2 第2回JCC 2016年3月16日 

出典：プロジェクト資料、2014、2015、及び 2016 
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図 2-1 プロジェクトの実施体制 
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 本調査におけるインタビューでは、日本人専門家の長期滞在型ではないシャトル派遣は MOME 及

び MFBU にとっても効果的で、また、プロジェクトの実施を促進するためや関係者間の円滑なコミ

ュニケーションのために実施された JICA テレビ会議システムによって、活動進捗の継続的なモニタ

リングが可能となったことが指摘された。 

 

MOME 省エネルギー局の中に「エネルギー管理制度グループ（Group of Energy Management 

System）」が設置されていることが明らかとなった。このグループは、プロジェクト終了後に MOME

内で EMS を実施していくことが計画されている。具体的には、指定事業者から提出されるデータの

回収及びその分析、ならびに指定事業者が EMS 規定に沿った法的義務を果たしているか、また計画

したエネルギー削減を達成しているかのモニタリングを担っている。しかし、現状では、グループ長

及びエコノミスト（契約ベース）のみが任命されており、図 2-2 の破線箇所のとおり、公務員定数の

上限に関する法律の制約により、2 名のアドバイザーポストは空席である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：MOME 資料、2016 

図 2-2 省エネルギー局組織図 

 

第 2 回 JCC において MFBU の研修センター実施計画（Implementation Plan）が作成されることが明

記されていたが、本調査では同実施計画を確認することはできなかった。そこで、合同評価団はセル

ビア省エネルギーセンター（Serbian Energy Efficiency Center：SEEC）を運営する MFBU に対し、実

施計画という名称ではなく、研修センターの戦略や財務計画等も含めた「SEEC 事業計画書」及び

「SEEC 年間活動計画」を 2017 年から 2019 年まで 3 年間分作成することを C/P と協議・決定した。 

 

終了時評価時点において、MOME の C/P 配置はプロジェクトマネジャーの体調不良による不在期

間があり、加えて MFBU はプロジェクトの C/P であるという理解が必ずしも理解されていなかった

ことから、プロジェクトのオーナーシップに関しては、強いオーナーシップは見られなかった。しか

し、関係者インタビューでは、MFBU の研修センター完成後、MFBU のプロジェクトオーナーシッ

プが高まり、プロジェクト活動へのコミットメントが得るようになったとの結果が出ている。プロジ

ェクトの普及活動については、研修センターオープニングセレモニーが盛大に実施されたことから、 
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図 2-3 MOME 組織図 
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MFBU の EMS 研修プログラムの効果的な広報となった可能性が高い。したがって、プロジェクト終

了までの期間、プロジェクト活動を通じて、プロジェクトのオーナーシップがさらに高まることが期

待される。 

 

他の JICA 技術協力プロジェクトで見られる活動に関連したワーキンググループ（Working Group：

WG）は本件では確認できなかったが、MOME 内に課題別 WG が規定されており、日本人専門家が

定例で参加するプロジェクト活動のための WG ではなく、MOME の通常業務内の課題別 WG 活動の

中で、省エネルギーWG として行われていた。 
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第 3 章 評価 5 項目による評価 

3	－	1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクト終了時点まで妥当性は維持されるものと見込まれる。 

 

（1）セルビア側の開発計画との整合性 

本プロジェクトは長期計画である「持続可能な国家開発戦略」（2007 年）、「エネルギーセクター

開発戦略 2025 年及び 2030 年予測」（2015 年）及び 2013 年に制定された「省エネルギー法」と整

合している。省エネルギー法のもと、エネルギー管理制度及びエネルギー診断制度が喫緊の課題

であり、エネルギー管理士及びエネルギー診断士の人材開発が求められている。さらに、2015 年

10 月、エネルギー共同体関係閣僚評議会は、セルビアを含む締約国において公共セクターにおけ

るエネルギー管理制度の導入（2017 年 10 月までに）を指示する EU 指令（Directive 2012/27/EU）

を採択した。それによりエネルギー共同体は加盟国に対し 3 カ年ごとの行動計画の提出を義務づ

けている。いずれの計画もエネルギー消費セクターにおけるエネルギー管理制度を推進するもの

である。 

 

（2）MOME の開発ニーズとの整合性 

エネルギーセクター開発戦略の中でもエネルギー削減に取り組むため、MOME はエネルギー政

策を実施する機関として EMS を構築し、制度化することが求められていた。さらに、MFBU は

研修センター（Training Center：TC）であり、同時に研修機関（Training Organization：TO）とし

て公募入札をもとに選定された。よって、MOME の EMS 実施にかかる能力強化と研修機関とし

て MFBU の EMS 研修能力強化のニーズが非常に高く、先方実施機関の開発ニーズと整合してい

るといえる。 

 

（3）プロジェクト・アプローチとデザインの適切性 

本プロジェクトのアプローチとデザインは、ターゲットグループである MOME 省エネルギー

局ならびに研修機関のニーズと整合性がある。本プロジェクトのアプローチは組織能力と個人能

力の両方の向上することである。プロジェクト・デザインはエネルギー管理制度（EMS）を制度

化し、EMS に関連した二次法の制定、研修設備・機材の供与、及びトレーナー個人の能力向上と

ともに研修機関全体の研修制度開発を目的として形成されている。本プロジェクトは行動計画の

策定や同計画の実施を通じて MOME の職員・エネルギー管理士・エネルギー診断士の能力強化

を支援することを目的としている。以上のプロジェクトの概念と内容において、本プロジェクト

のアプローチとデザインは適切であるといえる。 

 

（4）日本の対セルビア援助政策との整合性 

本プロジェクトは日本の対セルビア開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策に合

致している。その政策の優先項目の１つとして、環境保全がある。この優先事項のもと、EU へ

の加盟促進となるべく省エネルギー制度の制度化に焦点が当てられている。本プロジェクトの実

施を通じて、民間セクター（工業やビル）での省エネルギーに関する日本の蓄積された知識と経

験を活用することができる。 
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3	－	2 有効性 

終了時評価時点において、本プロジェクトの有効性は中程度であると判断された。 

アウトプット 1（エネルギー管理と診断制度のスキーム設計）にかかる活動の遅延は見られたもの

の、13 カ月のプロジェクト期間延長を経て、アウトプット 4（エネルギー管理士・診断士資格の制度

化）、及びアウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能力強化）を除いた

アウトプットがほぼ達成されている。しかしながら、プロジェクト目標である「エネルギー管理制度

が導入され、実施される。」は適切なプロジェクト期間の延長がなされない場合は、目標を達成する

ことができない見込みである。残りのプロジェクト期間では、セルビア側・日本側ともに時間厳守の

意識を持ち、プロジェクト活動の前進に努める必要がある。残り 6 つの二次法の制定に関してはプロ

ジェクト支援を通し、先方が計画通りに実施し、アウトプット 4（エネルギー管理士・診断士資格の

制度化）とアウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能力強化）につい

てもセルビア側・日本側双方の最大限の努力が期待されている。現時点では、本プロジェクトの目標

達成を妨げる可能性がある外部要因はみられない。 

 

3	－	3 効率性 

本プロジェクト実施状況を検証し、効率性は中程度といえる。 

「2	－	6 実施プロセス」で詳述したとおり、プロジェクトのデザインが当初 2 年で計画されてお

り、活動数に対して期間の設定がタイトであった。さらに、二次法制定がプロジェクト開始までの条

件であったところ、選挙の影響を受け、組閣に時間を要し、組織改革（MEDEP から MOME へ）も

あったことから、二次法制定が前進していない状態であった。しかし、EMS 構築は急務であったこ

とから、本プロジェクトに二次法制定支援もプロジェクト実施中に含められた。プロジェクト 1 年目

における法整備支援では、先方政府が財務省や法制局との調整に想定以上の時間を要したことが、二

次法策定後のプロジェクト活動の遅延に起因した。プロジェクト遅延を受け、2015 年 5 月の第 1 回

JCC にて 13 カ月のプロジェクト期間の延長が両国で合意され、終了時評価時点までに、日本側及び

セルビア側の投入は 2016 年 3 月の第 2 回 JCC にて修正された PO に基づき、アウトプット 4（エネ

ルギー管理士・診断士資格の制度化）とアウトプット 5（MOME のエネルギー管理及び診断制度の

実施・管理能力強化）を除き、おおむね計画どおりであった。日本側については、プロジェクト活動

を実施するための日本人専門家の質、量、派遣タイミングについては、計画されたアウトプットを産

出するために適切であった。セルビア側については、プロジェクトのための人員、設備、予算は計画

のとおり割り当てられた。しかしながら、EMS にかかる二次法の草案準備段階で遅れが生じており、

二度の選挙の影響を受けたとはいえ、結果としてコストと時間の効率性は損なわれたと判断される。 

 

3	－	4 インパクト 

本プロジェクト効果のインパクトは高いと判断された。 

 

（1）上位目標の達成状況 

「2	－	5」にて既述のとおり、終了時評価時点では、プロジェクト期間が延長され、本プロジ

ェクトのプロジェクト目標が達成できれば、上位目標は達成される可能性が高い。 
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（2）正のインパクト 

終了時評価では、以下の正のインパクトを確認した。 

・インタビュー結果によると、MFBU は日本の技術とノウハウをもとに訓練された優秀な講師を

擁した技術力の高い研修施設であると世間に認識されていることや MFBU の研修センターは

プロジェクト終了後に高い評判を得ることは明らかであり、エネルギー管理士・診断士の資格

認定をする唯一の研修機関として、大学の格があがるとの指摘があった。 

・本件調査期間中、2016 年 10 月 11 日に MFBU 主催の EMS 研修センター（MFBU）のオープニ

ングセレモニーが執り行われ、日本人専門家、開発パートナー、その他多くのステイクホルダ

ーが招待され、プロジェクトの成果を普及し、EMS 研修センターが最新の資機材を有している

ことが地元メディアでも報道された。MFBU は学部全体で同センターの広報に注力していた。 

・本プロジェクトはセルビアの EU 加盟を加速させ、また省エネルギーの促進を通じた気候変動

の緩和という意味において、エネルギー効率化と省エネルギー化においてセルビアの基準を底

上げに寄与しているといえる。 

 

（3）負のインパクト 

終了時評価時点で、負のインパクトは確認されなかった。 

 

3	－	5 持続性 

以下の観点から本プロジェクト効果の持続性は中程度と予見される。 

 

（1）政策・制度面 

現時点で MOME/MFBU の持続性に影響がある政策・制度の変化は見込まれていない。セルビ

ア国家開発計画の中でエネルギー政策は優先度が高く、さらに 2015 年にセルビア政府は域内のエ

ネルギー共同体の締約国として 3 カ年の行動計画を策定する義務があり、「エネルギーセクター開

発戦略 2025 年及び 2030 年予測」（2016 年）、セルビアの省エネルギー政策・省エネルギー制度（2013

年制定「省エネルギー法」）も今後も継続される見込みである。 

 

（2）組織面 

今後も MOME は省エネルギー政策を実施する機関であることに変わりがない。プロジェクト

終了までに、MFBU はエネルギー管理士（Energy Manager：EM）・エネルギー診断士（Energy 

Auditor： EA）の資格認定を実施する唯一の機関となることが EM/EA 資格認定に関する二次法

（案）に規定されている。MOME 及び MFBU ともに、内部の組織改編や職員の異動はあるとし

ても、それぞれの役割と機能に影響があるような大きな変化はないと予想される。しかしながら、

MOME は省エネルギー政策実施や EMS 導入後に業務量の増加が見込まれるが、現時点において

も省エネ部門の人員が不足している。 

 

（3）技術面 

MOME の EMS 実施にかかる技術的レベルは高く、問題はみられない。ただし、MOME に関し

ては、自治体・工場・ビルの省エネ診断報告のモニタリングのための恒久的な技術専門家の人員

配置に加え、EMS 実施後の実情に合わせた二次法の加筆修正のための法律専門家を EMS グルー
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プに配置する必要がある。また、MFBU に関しては、EM・EA トレーナー候補者とのインタビュ

ーにおいて、トレーナー向け研修の座学ならびに実地研修において、省エネルギーの最新技術だ

けではなく、旧式の機械に関する知識が長年の技術と経験を持った日本人技術士から得ることが

できたことが大きな財産であるとのコメントが寄せられた。特に、セルビアでは旧式の機械を使

用している自治体・工場・ビルが多く存在しており、旧式の機械に関する知識と経験は必須であ

るとのことであった。トレーナー候補者は MFBU の助教授や講師を対象としており、高い技術力

を有しいていることから、プロジェクト終了後も MFBU において EMS に関する技術レベルは高

い状態を維持することができると予想される。 

 

（4）財務面 

MOME は EMS データベース構築のための予算をノルウェーの支援から、また、テキストブッ

ク開発のための予算を UNDP/GEF を通じてそれぞれ確保した。法的制約により MOME 内の増員

に関しては、大きな制約があるが、（3）の技術面で述べたとおり、EMS グループに 2 名の恒久

的な人員配置が必要である。第 3 回 JCC において、この 2 名のプロジェクト終了後の先方自身予

算での人員配置について善処すると MOME より説明があったが、引き続き、同人員配置につい

てはプロジェクトが終了する前に、先方政府の予算計上時期、日本側のフォローアップも必要で

あり、本プロジェクト終了後の長期的な財務的状況を予見するのは現時点では時期尚早であると

考える。一方、MFBU は、終了時評価結果の提言を反映し、SEEC 事業計画書および年間計画（2017

～2019 年の各年）を策定・実施することができれば、財政的な持続性を確保することが期待でき

る。 

 

3	－	6 評価 5 項目結果 

上述の結果を総合すると、評価 5 項目は全体で中程度と判断される。 

本プロジェクトは、セルビアの開発計画、MOME・MFBU のニーズ、日本の対セルビア開発援助

政策に合致しており、その妥当性は高い。有効性に関しては、プロジェクト期間を延長しなければ残

りの活動が完了せずプロジェクト目標の達成が難しいことから、中程度であると判断された。効率性

については、主に二次法制定の遅延により、それに関連したプロジェクト活動に遅延が見られ、プロ

ジェクト期間が延長となりコスト効率性に影響したことからプロジェクトの効率性は中程度と判断

される。一方、1 回目のプロジェクト期間延長により二次法策定に十分な時間が確保され、また供与

された新規機材に関するより精緻なガイダンスを日本人専門家から受けることができたことにより、

プロジェクト終盤の活動促進が期待できる。二次法制定は大きな正のインパクトであり、プロジェク

トが延長され、プロジェクト目標が達成されれば、プロジェクト終了後 5 年後にはエネルギー削減に

よって公的機関・民間企業ともにエネルギーコスト削減し上位目標が達成される可能性が高い。ただ

し、現時点では、プロジェクト目標はプロジェクトが延長されなければ期待されたアウトプットを産

出することが難しく、また財政的持続性に懸念が残ることから、その持続性は中程度であると判断さ

れる。本プロジェクトは 8 カ月のプロジェクト期間の延長がなければ、プロジェクト目標の達成は見

込めないと判断された。ただし、プロジェクト延長によりプロジェクト目標の達成可能性は高まる見

込みである。 



 
 

－26－ 

第 4 章 提 言 

4	－	1 プロジェクトへの提言 

（1）プロジェクト期間の延長 

「2	－	6  実施プロセス」で詳述したとおりプロジェクト実施スケジュールの遅延にはいくつか

の要因があり、2014 年及び 2016 年の選挙により、組閣が遅れ、結果としてプロジェクト活動が

影響を受け、先方政府の二次法制定特に、承認プロセスにおいてプロジェクトが想定していた以

上の時間を要した。一方、研修センター建設ならびに機材調達におおむね計画通り行われたが、

二次法制定後に計画されていた活動のスケジュールは遅延している。結果的に、EMS 認定資格の

制度化や MOME のエネルギー管理及び診断制度の実施・管理能力強化など後半に重要な活動が

予定されていることを勘案し、プロジェクト期間を 2017 年 12 月（セルビア会計年度末）まで、8

カ月延長することを提案する。しかしながら、プロジェクト期間の延長は今回で 2 回目に該当す

ることから、活動「4-2」及び「4-3」に示す条件を延長の条件にすることを併せて提案する。 

 

（2）PDM および PO の改定 

終了時評価の結果、プロジェクト期間、上位目標の外部要因、プロジェクト効果の持続性確保

のための追加活動（4-2 及び 4-3 に詳述）等をプロジェクトの進捗状況に合わせ、PDM	version 3

及び PO	version 3 へと改定し、反映することを提案する。 

 
4	－	2 先方実施機関（MOME）への提言 

プロジェクトへの延長条件：研修評価・モニタリングの強化 

プロジェクト期間の 8 カ月延長の条件として、MOME の研修評価・モニタリング体制を強化する

ため、MOME 内に組織図上存在するが、適切な人材配置に至っていない Group of Energy Management 

System（エネルギー管理システムグループ）に 2017 年度中に予算計上を行い、2018 年度以降に確実

に 2 名の人員配置することを延長条件とした。 

 
4	－	3 先方実施機関（MOME/MFBU）への提言 

SEEC 事業計画書・SEEC 年間計画（2017～2019 各年）の策定 

MFBU はプロジェクト効果の持続性を確保するため、以下の計画書を策定し、MOME の承認を受

けることを提言する。プロジェクト期間の延長に伴い、下記の 5-9 及び 5-10 の活動が追加され、PDM 

version 3 及び PO version 3 に反映された。 

 

新設 
活動5-9. 

To prepare SEEC Business Plan and SEEC Annual Action Plan 2017, 2018 and 
2019 respectively by MFBU and submit to MOME 
（MFBUはSEEC事業計画書、SEEC年間活動計画（2017～2019年）を作成し、

SEEC 年間活動計画をMOMEに提出する。） 

新設 
活動5-10. 

To approve SEEC Annual Action Plan (2017 to 2019) by MOME 
（MOMEはSEEC年間活動計画（2017～2019年）を承認する。） 
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4	－	4 JICA への提言 

プロジェクト活動の進捗確認 

セルビア側の活動の進捗に関し、プロジェクトチーム側による進捗確認を確実にし、EMS の円滑

な開始が可能となるよう、JICA バルカン事務所に現地での MOME の人員確保に関する予算計上のフ

ォローアップを入念に行うことを提案するとともに、JICA 本部側からの働きかけや必要に応じて TV

会議システムの継続的活用をしながら、延長期間内に活動が終了するようにプロジェクトを支援する

ことを提案する。特に、プロジェクトの終了後の 2018 年 1 月以降の EMS グループへの人材配置の

ための先方の予算計上について、2017 年夏季頃に行われることが想定されることから、先方の予算

計上措置を適切にフォローアップすることが求められる。 
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第 5 章 教 訓 

 

他案件への教訓は次のとおりである。 

 

（1）二次法制定にかかる十分な工数の見込み 

本プロジェクトは、先方が省エネルギー法に関連した二次法制定が完了していることがプロジ

ェクト開始の前提であったが二次法の申請許可が財務省及び法制局の承認プロセスを経る必要が

あり、その複雑な手続きに想定以上の時間を要した。よってプロジェクトの実施中に、先方の二

次法制定支援を活動に含めるよう活動を変更したが、プロジェクト形成時に法律制定に要する時

間及びリソース（セルビア側・日本側の法律専門家）にかかる精緻な情報をプロジェクト・デザ

インに反映する必要があったと思われる。したがって、他の類似プロジェクトでは、二次法制定

にかかる手順と標準的承認期間、ならびに当該国の承認プロセスについて詳細計画策定調査時ま

でに明らかにし、法整備支援に十分な人員・工数を見込んだ計画が必要であるといえる。 

 

（2）他ドナー支援の有効活用 

本件では、C/P である MOME によって、他ドナー支援のスキームを有効活用し、データベース

構築のためのソフトウェア製作（ノルウェー支援）や研修テキストブック開発（UNDP/GEF）が

実施され、他ドナー支援との協働が見られた。GEFはUNDP以外の機関からも支援が可能である。

よって、本プロジェクトのように C/P の積極的な資金調達申請によりプロジェクトに必要な資金

の捻出が可能となった点は、他の類似プロジェクトにおいても活用でき、援助効果を高めること

につながるものと考えられる。 

 



 
 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 1．協議議事録（合同終了時評価報告書含む） 
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1．協議議事録（合同終了時評価報告書含む） 
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2．PDM version 3 主要修正箇所の理由・留意点 

PDM 修正点 修正理由・留意点 
プロジェクト期間 【修正前】 

Mar. 2014 to Apr. 2017 
8 カ月の延長提案が決定したため。 

【修正後】 
Mar. 2014 to Dec. 2017 

カウンターパート 【修正前】 
Ministry of Mining and Energy (MOME) 
Training Organization (to be confirmed) 

現状に合わせるため。 

【修正後】 
Ministry of Mining and Energy (MOME) 
Training Organization (Mechanical Faculty of 
Belgrade University) 

外部要因（プロジェ

クト目標） 
【修正前】 
- Budget is allocated to continue EMS system 

operation. 

エネルギー政策が大きく変更しないという

外部条件を追加。 

【修正後】 
- Budget is allocated to continue EMS system 

operation. 
- Energy Policy is not changed dramatically. 

アウトプット 4 の指

標 
【修正前】 
4-1. By February 2017, at least 100 DOs have 

persons qualified as Energy Managers. 
 

分かりにくいという指摘があったことを受

け、表現をより分かりやすく変更。 

【修正後】 
4-1. By February 2017, at least 100 DOs hold 

qualified Energy Managers. 
 

アウトプット 5 【修正前】 
Capacity of MOME to implement Energy 
Management and Audit System is strengthened. 

C/P の能力向上が達成されることが意図さ

れているため、C/P である MFBU を追加し

た。 
【修正後】 
Capacity of MOME/MFBU to implement Energy 
Management and Audit System is strengthened. 

活動 5-9 【修正前】 
なし 

新設の活動を加筆。 

【修正後】 
(MFBU) To prepare and submit SEEC Business 
Plan and SEEC Annual Action Plan 2017, 2018 
and 2019 respectively to MOME. 

活動 5-10 【修正前】 
なし 

新設の活動を加筆。 

【修正後】 
(MOME) To approve SEEC Annual Action Plan 
(2017 to 2019) 
 

日本側投入 【修正前】 
- Project Leader (Energy Efficiency Policy) 
- Energy Management System Expert 
- Energy Efficiency Qualification and Training 

System 
- Energy Efficiency Technology (Heat) 
- Energy Efficiency Technology (Electricity)  
- Energy Efficiency Technology (Procurement) 
   

短期専門家は6分野から8分野に変更され活

動していたため、現状に即した分野に修正し

た。 

【修正後】 
- Project Leader/Energy Efficiency Policy 
- Deputy Project Manager/Energy Efficiency Training

Facility Procurement 
- Energy Management System 
- Energy Efficiency Technology (Heat) 
- Energy Efficiency Technology (Electricity) 
- Energy Efficiency Qualification and Training 

System 
- Energy Efficiency and Conservation Promotion 
- Training Facility Training 
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